
臨時株主総会
招集ご通知

株式会社U-NEXT
証券コード 9418

日　時 平成29年7月10日(月曜日)
午後1時
議決権行使期限
平成29年7月7日(金曜日)
午後6時30分

場　所 東京都港区元赤坂二丁目2番23号
明治記念館 東館2階 鳳凰の間

(末尾の会場ご案内図をご参照くださいますようお願
い申しあげます。)

議　案
第 1 号議案 株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会

社との吸収分割契約承認の件
第 2 号議案 株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲ

ＫＳとの吸収分割契約承認の件
第 3 号議案 株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　Ｌ

ＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳと
の吸収分割契約承認の件

第 4 号議案 株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１
との吸収合併契約承認の件

第 5 号議案 株式会社ＵＳＥＮとの吸収合併契
約承認の件

第 6 号議案 定款変更（１）の件
第 7 号議案 定款変更（２）の件
第 8 号議案 取締役５名選任の件
第 9 号議案 監査役３名選任の件
第10号議案
第11号議案
第12号議案
第13号議案

取締役の報酬改定の件
資本金の額の減少の件
資本準備金の額の減少の件
剰余金の処分の件



株 主 各 位 証券コード  9418
平成29年6月23日

東京都渋谷区神宮前三丁目35番2号

株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ
代表取締役社長 宇野　康秀

臨時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」といいます。）を下記のとおり開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数なが
ら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いた
だき、平成29年７月７日（金曜日）午後６時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申
しあげます。

敬　具
記

１ 日　　時 平成29年７月10日（月曜日）午後１時
２ 場　　所 東京都港区元赤坂二丁目２番23号

明治記念館　東館２階 鳳凰の間
（末尾の会場ご案内図をご参照くださいますようお願い申しあげます。）

３ 目的事項 決議事項 第１号議案　株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社との吸収分割契約承認の件
第２号議案　株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳとの吸収分割契約承認の件
第３号議案　株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲ

Ｓとの吸収分割契約承認の件
第４号議案　株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１との吸収合併契約承認の件
第５号議案　株式会社ＵＳＥＮとの吸収合併契約承認の件
第６号議案　定款変更（１）の件
第７号議案　定款変更（２）の件
第８号議案　取締役５名選任の件
第９号議案　監査役３名選任の件
第10号議案　取締役の報酬改定の件
第11号議案　資本金の額の減少の件
第12号議案　資本準備金の額の減少の件
第13号議案　剰余金の処分の件

以　上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
◎本臨時株主総会の決議結果は、書面による決議通知のご送付に代えて、本臨時株主総会終了後、インターネット上の当社ウェ

ブサイト（http://www.unext.co.jp）に掲載させていただきます。
◎株主総会参考書類に修正が生じた場合は、修正後の事項につき上記当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
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株主総会参考書類

第1号議案 株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社との吸収分割契約承認の件

　当社と株式会社ＵＳＥＮ（以下「ＵＳＥＮ」といいます。）は、平成29年２月13日付で、両社の経営統合（以下
「本経営統合」といいます。）に関する基本合意書（以下「本基本合意書」といいます。）を締結し、平成29年12
月１日付の経営統合をめざし、詳細な検討と協議を進めて参りました。
　その後、当社とＵＳＥＮは、平成29年６月19日付で、本経営統合に係る最終契約を締結し、両社の持株会社体制
という新体制に移行することを合意しております。
　当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社である株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備
会社との間で、当社を吸収分割会社、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社を吸収分割承継会社とし、当社が営むコン
テンツプラットフォーム事業並びにコミュニケーションネットワーク事業におけるＭＶＮＯサービス事業及び固定ブ
ロードバンド回線サービス事業に関する権利義務を、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社に承継させる吸収分割（以
下「吸収分割①」といいます。）に関する吸収分割契約（以下「吸収分割契約①」といいます。）を締結いたしまし
た。つきましては、吸収分割契約①のご承認をお願いしたく存じます。
　なお、吸収分割①の効力は、第２号議案から第５号議案までの各議案が原案どおり承認可決されることを条件とし
て、平成29年12月１日（予定）に生ずることといたします。

１．吸収分割①を行う理由
　当社の平成29年２月13日付プレスリリース「連結子会社（株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１）による株式会社Ｕ
ＳＥＮ株式（証券コード：4842）に対する公開買付けの開始及び経営統合に関する基本合意書締結に関するお知ら
せ」等にてお知らせいたしましたとおり、当社としては、競争環境が厳しい中で積極的な投資を行っていくために
経営基盤の安定化が課題であるところ、安定した経営基盤を持つＵＳＥＮをグループ内に取り込み、両社の経営資
源を融合させることが経営基盤の安定化に資するとともに、競合他社に負けない積極的な施策を打ち出す可能性が
開けると考えるに至りました。
　また、当社は、ＵＳＥＮにとっては、事業自体は収益性が高く安定している一方、成長性が乏しく、市場株価も
伸び悩んでいる状況にあることが課題であるところ、当社による技術面も含めた新しいサービスの創出力を活かす
ことで、全体として成長性のある企業として評価される可能性があると考えるに至りました。
　当社としては、両社の持株会社体制という新体制の実現により、(a) 売上シナジー、(b) コストシナジー、(c) 事
業管理体制の効率化・上場維持コストの軽減といったシナジー効果が期待されるものと考えております。

2



　また、かかるシナジーのほか、両社が持株会社体制という新体制に移行することにより、傘下の事業会社全体を
持株会社が一元的に統括することが可能となり、傘下の事業会社の成長ステージをより可視化でき、マネジメント
として最適な経営資源の配分を実行することができると考えております。加えて、このような最適な経営資源の配
分の実行に伴い、各事業会社が当該経営資源を利用することにより、その事業価値をより高めることが可能となり、
グループ全体の企業価値の一層の向上が見込まれるものと考えております。
　そして、当社としては、上記のシナジー効果及び持株会社体制によるメリットを十分に発揮させるにあたっては、
当社及びＵＳＥＮの両事業に関する深い理解を持つ経営者の下、双方の強みを活かし、弱みを補完するような企業
経営を行うことが最も重要なことと考えております。この点、両社の事業内容を熟知している現当社の代表取締役
社長であり、ＵＳＥＮの取締役会長である宇野康秀氏（以下「宇野氏」といいます。）の強力なリーダーシップの
下、同氏が議決権のマジョリティを保有する当社が主体となって、両社を再び同じ企業グループとし、新体制によ
り両社を経営していく本経営統合が、両社の企業価値向上のために最も望ましいと考えるに至りました。
　当社としては、本経営統合を実行した場合には、短期的には多額の買収資金の調達が必要となるため、利益水準
の低下やキャッシュ・フローの悪化をもたらすリスクがあるものの、本経営統合を行うことにより新たな成長ステ
ージに移行できる可能性があると考えております。
　一方、当社としては、本経営統合を実行しない場合には、外部環境が大きく変化し続ける中で競争優位性を確保
し成長を続けることが難しくなる可能性も否定できず、本経営統合の方法は、将来の事業環境や競争環境によって
は必ずしも期待どおりの成果が得られるとは限られない中、ＵＳＥＮの株主の皆様に対して発生する可能性がある
悪影響を回避し、かつ中長期的な視点から抜本的かつ機動的な経営戦略を迅速かつ果敢に実践するためにも最も有
効な手段であると考えております。
　以上のような検討を経て、当社は、平成29年１月に本経営統合を実行するために株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ
１（以下「Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１」といいます。）を設立し、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１は、平成29年２月13日
に、本経営統合の一環としてＵＳＥＮの普通株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）を行
うことを決定いたしました。その後、本公開買付けは平成29年３月28日をもって終了し、本公開買付けの結果、平
成29年４月４日（本公開買付けの決済の開始日）付で、ＵＳＥＮは、当社の連結子会社となっております。
　以上の経緯を経て、当社及びＵＳＥＮは、平成29年６月19日付で、本経営統合に係る最終契約を締結し、両社の
持株会社体制という新体制に移行することを合意しております。
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　具体的には、当社及びＵＳＥＮは、当該最終契約において、当社及びＵＳＥＮがすべての事業（但し、子会社の
経営管理事業と子会社に対する人事・経理・総務等の事務事業（以下「バックオフィス業務」といいます。）を除
きます。）を吸収分割の方法により新設する法人へ承継した後、当社を存続会社、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１を消滅
会社とする吸収合併、当社を存続会社、ＵＳＥＮを消滅会社とする吸収合併を順次実施することによって、当社が
子会社の経営管理事業と子会社に対するバックオフィス業務を営む純粋持株会社となる方針につき合意しておりま
す。
　かかる本経営統合の一環として、当社は、当社の完全子会社である株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社、株式会
社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳ及び株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳとの間で、当
社が営むコンテンツプラットフォーム事業並びにコミュニケーションネットワーク事業におけるＭＶＮＯサービス
事業及び固定ブロードバンド回線サービス事業に関する権利義務、コミュニケーションネットワーク事業における
インターネット回線販売代理店サービス事業に関する権利義務、並びに、コミュニケーションネットワーク事業に
おける不動産企業向けサービス事業に関する権利義務を、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社、株式会社ＵＳＥＮ
　ＮＥＴＷＯＲＫＳ及び株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳへ吸収分割の方法により
承継させる旨の吸収分割契約①、吸収分割契約②（第２号議案において定義します。以下同じです。）及び吸収分
割契約③（第３号議案において定義します。以下同じです。）をそれぞれ締結するとともに、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰ
Ｃ１及びＵＳＥＮとの間で、当社を吸収合併存続会社、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１及びＵＳＥＮを吸収合併消滅会社
とする吸収合併契約①（第４号議案において定義します。以下同じです。）及び吸収合併契約②（第５号議案にお
いて定義します。以下同じです。）をそれぞれ締結いたしました。

２．吸収分割契約①の内容
　当社と株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社が平成29年６月19日付で締結した吸収分割契約①の内容は、以下のと
おりです。
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吸収分割契約書（写）

　株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ（以下「甲」という。）及び株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社（以下「乙」という。）は、
コンテンツプラットフォーム事業並びにコミュニケーションネットワーク事業におけるＭＶＮＯサービス事業及び固
定ブロードバンド回線サービス事業（以下「本件事業」という。）に関して甲が有する権利義務を乙に承継させる吸
収分割（以下「本件分割」という。）に関し、次のとおり分割契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第１条（当事者の商号及び住所）
　本件分割にかかる、甲（吸収分割会社）と乙（吸収分割承継会社）の商号及び住所は次のとおりである。

　　（甲）吸収分割会社
　　　　　商号：株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ
　　　　　住所：東京都渋谷区神宮前三丁目35番２号
　　（乙）吸収分割承継会社
　　　　　商号：株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社
　　　　　住所：東京都渋谷区神宮前三丁目１番30号

第２条（承継する資産、債務、雇用契約その他の権利義務）
　１．乙が本件分割により甲から承継する資産、債務、雇用契約その他の権利義務（以下、「本承継対象権利義　

　務」という。）は、別紙「承継対象権利義務明細」記載のとおりとする。
　２．前項にかかわらず、本承継対象権利義務のうち、（i）法令、条例等により本件分割による承継ができない
　　もの、又は（ii）本件分割による承継に関し契約上の定めに基づき重大な支障が生じ若しくは生じる可能性が
　　あるものについては、甲及び乙協議の上、これを承継対象から除外することができる。
　３．第１項の規定による甲から乙への債務の承継については、すべて免責的債務引受の方法によるものとする。

第３条（吸収分割に際して交付する金銭等）
　乙は、本件分割に際して、甲に対し、乙の普通株式53,750株を発行し、そのすべてを本承継対象権利義務に代
わり割当交付する。

第４条（乙の資本金等の額）
　　本件分割により、乙の資本金及び準備金の額は増加しない。
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第５条（効力発生日）
　効力発生日は、平成29年12月１日とする。ただし、手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合には、
甲及び乙協議の上、これを変更することができる。

第６条（株主総会の承認）
　　１．甲は効力発生日の前日までに、株主総会を開催し、本契約の承認及び本件分割に必要な事項に関する決議を
　　　求める。ただし、手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合には、甲及び乙協議の上、これを変更す
　　　ることができる。
　　２．乙は効力発生日の前日までに、株主総会を開催し、本件分割に必要な事項に関する決議を求める。

第７条（効力発生の条件）
　　本件分割は、効力発生日において、以下の会社分割及び合併の全てが甲の株主総会の決議によって承認されてい
　ることを条件としてその効力を生ずるものとする。
　(1)平成29年６月19日付け吸収分割契約書に基づく甲を吸収分割会社、株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳを吸
　　 収分割承継会社とする吸収分割
　(2)平成29年６月19日付け吸収分割契約書に基づく甲を吸収分割会社、株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮ
　　 Ｇ　ＰＡＲＴＮＥＲＳを吸収分割承継会社とする吸収分割
　(3)平成29年６月19日付け合併契約書に基づく甲を吸収合併存続会社、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１を吸収合
　　 併消滅会社とする吸収合併
　(4)平成29年６月19日付け吸収合併契約書に基づく甲を吸収合併存続会社、株式会社ＵＳＥＮを吸収合併消滅会社
　　 とする吸収合併

第８条（競業避止義務）
　　甲は本件分割後においても、本件事業について一切競業避止義務を負わず、同種の事業を営むことができる。
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第９条（会社財産の管理等）
　　甲及び乙は、本契約締結後効力発生日に至るまで、善良なる管理者としての注意をもってそれぞれの業務の執行
　及び財産の管理運営を行い、その財産及び権利義務に重大な影響を及ぼす行為を行う場合には、あらかじめ甲及び
　乙協議の上、これを行うものとする。

第１０条（本契約の条件変更及び解除）
　　本契約締結後効力発生日に至るまでの間において、天変地異その他の事由により、甲又は乙の資産状態又は経営
　状態に重大な変動が生じた場合、法令に定める関係諸官庁等の承認が得られなかった場合、又は本件分割の実行に
　重大な支障となる事態が生じた場合その他本件分割の目的の達成が困難となった場合には、甲及び乙協議の上、本
　件分割の条件を変更し、又は本契約を解除することができる。

第１１条（その他）
　　本契約に定める事項のほか、本件分割に関し必要な事項については、本契約の趣旨に従い、甲及び乙協議の上、
　これを決定する。

　本契約締結の証として本書２通を作成し、甲及び乙は記名捺印の上、各１通を保有する。

平成29年６月19日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（甲）東京都渋谷区神宮前三丁目35番２号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　宇野　康秀

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（乙）東京都渋谷区神宮前三丁目１番30号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　堤　天心

7



第
1
号
議
案

第
2
号
議
案

第
11
号
議
案

第
10
号
議
案

第
9
号
議
案

第
8
号
議
案

第
7
号
議
案

第
6
号
議
案

第
5
号
議
案

第
4
号
議
案

第
3
号
議
案

第
13
号
議
案

第
12
号
議
案

承継対象権利義務明細

　乙は、本件分割により、本件分割の効力発生日における甲の本件事業に属する次に記載する資産、債務、雇用契約、
その他の権利義務を甲から承継する。なお、承継する権利義務のうち資産及び負債については、平成29年３月31日
現在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、これに本件分割の効力発生前日までの増減を加除した上で確定
する。

１．承継する資産
　本件事業に属する以下の資産
(1)　流動資産
　　 効力発生日において本件事業に属する、現金、預金、売掛金、棚卸資産、未収入金その他一切の流動資産。

(2)　固定資産
　　 効力発生日において本件事業に属する、有形固定資産、無形固定資産及び投資その他の資産。

２．承継する負債
　本件事業に属する以下の負債
(1)　流動負債
　　 効力発生日において本件事業に属する買掛金、未払金、未払費用その他一切の流動負債。

(2)　固定負債
　　 効力発生日において本件事業に属するリース債務、退職給付引当金その他一切の固定負債。

３．承継する雇用契約等
　本吸収分割の効力発生日において本件事業に属する従業員との間の雇用契約上の地位及びこれらの契約に基づき発
生した一切の権利義務。
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４．承継するその他の権利義務等
(1)　知的財産
　　 効力発生日において本件事業に帰属する特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権その他知的財産権。

(2)　雇用契約以外の契約
　　 本件事業に関して甲が締結した売買契約、取引基本契約、業務委託契約、請負契約、賃貸借契約、リース契
　 約その他本件事業に関する一切の契約上の地位及びこれらの契約に基づき発生した一切の権利義務。ただし、
　 法人格が変わることに対し移転が認められないもの、契約上移転できないもの、許認可等の再取得が必要なも
　 ののうち本件分割の効力発生日までに必要な対応が完了できなかったもの及び甲が引き続き保有する必要のあ
　 るものを除く。

(3)　許認可等
　本件事業に関する許可、認可、承認、登録及び届出等のうち、法令上承継可能なもの。ただし、甲が引き続き
保有する必要のあるものを除く。

以上
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３．会社法施行規則第183条各号に掲げる事項の内容の概要
(1) 会社法第758条第４号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項

当社及び株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社は、吸収分割①に際して、当社が株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備
会社の普通株式53,750株の交付を受けることといたしましたが、当社と株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社が
完全親子関係にあること等に照らして相当であると判断しております。
また、吸収分割①により吸収分割承継会社において資本金及び準備金の額は変動しません。

(2) 会社法第758条第５号及び第６号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項
該当事項はありません。

(3) 吸収分割承継会社についての次に掲げる事項
　　 ① 成立の日における貸借対照表の内容

　株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社は、平成29年６月16日に成立した会社であるため、最終の事業年度は
　ありません。株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社の成立の日における貸借対照表の内容は以下のとおりです。

（単位：千円）

科　目 金　額 科　目 金　額

（資産の部） （純資産の部）

　現　預　金 12,500 　資　本　金 10,000

　資本準備金 2,500

資　産　合　計 12,500 負債・純資産合計 12,500

　　 ② 成立の日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事
象

　該当事項はありません。
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(4) 当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に
重要な影響を与える事象

　　 ①連結子会社（Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１）によるＵＳＥＮ株式に対する公開買付け及び経営統合に関する基本合
意書締結の件

　当社及び当社の連結子会社であるＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１は、平成29年２月13日、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ
１が、ＵＳＥＮが所有する自己株式及び不応募対象株式（宇野氏が所有するＵＳＥＮの普通株式（以下「ＵＳ
ＥＮ株式」といいます。以下同じです。）のすべて及び株式会社光通信（以下「光通信」といいます。）が所
有するＵＳＥＮ株式のうち、本公開買付けに応募しない旨を合意しているＵＳＥＮ株式をいいます。）を除く
ＵＳＥＮ株式のすべてを金融商品取引法に基づく公開買付けにより取得し、ＵＳＥＮ株式を非公開化したうえ
で、その後の一連の組織再編を通じて、当社とＵＳＥＮとの経営統合を実施することを決定いたしました。
　なお、本公開買付けは、平成29年３月28日をもって終了し、ＵＳＥＮ株式 107,825,794株を取得すること
となりました。その結果、本公開買付けの決済開始日である平成29年４月４日をもって、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰ
Ｃ１が所有するＵＳＥＮ株式は、107,825,894株（所有割合52.33％）となっております。

　　 ②資金の借入の件
　　　 （ア）借入の理由

当社の連結子会社であるＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１が、ＵＳＥＮ株式を本公開買付けにより取得することと
なり、その取得資金、及びＵＳＥＮの既存の借入のリファイナンスに充当するためにＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰ
Ｃ１がシンジケートローンによる資金の新規借入を行いました。

　　　 （イ）シンジケートローン契約の概要
(ａ) 組成総額 945億円

タームローン金額 800億円
ブリッジローン金額 95億円
コミットメントライン貸付 限度額50億円

(ｂ) 契約日 平成29年３月29日
(ｃ) 担保の有無 有（Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１が取得するＵＳＥＮ株式等）
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(ｄ) 適用利率 全銀協日本円ＴＩＢＯＲに基づく変動金利
(ｅ) アレンジャー兼エージェント 株式会社みずほ銀行
(ｆ) シンジケート団 株式会社みずほ銀行を含む全９行
(ｇ) 借入満期日 平成36年３月31日
(ｈ) 財務制限条項

イ．平成29年12月期の次の決算期末以降（当該決算期を含む。）の各決算期末における借入人を頂点とす
る連結ベースの経常利益を赤字となる状態を生じさせないこと。

ロ．平成29年12月期の次の決算期末以降（当該決算期を含む。）の各決算期末における借入人を頂点とす
る連結貸借対照表上の純資産の部の合計金額を、直前の各決算期末における借入人を頂点とする連結貸
借対照表上の純資産の部の合計金額の80％以上かつ50億円以上に維持すること。

ハ．平成30年２月期以降（平成30年２月期を含む。）の各中間期末及び平成30年８月期以降（平成30年
８月期を含む。）の決算期末（いずれも直近12ヶ月）における簡易連結（※１）ベースのグロス・レ
バレッジ・レシオ（※２）を、各中間期末及び決算期末に4.16～6.10以下に維持すること。

ニ．平成31年２月期以降（平成31年２月期を含む。）の各中間期末及び平成30年８月期以降（平成30年
８月期を含む。）の決算期末（いずれも直近12ヶ月）における簡易連結（※１）ベースのデット・サ
ービス・カバレッジ・レシオ（※３）を1.05以上に維持すること。

（※１）簡易連結：借入人を頂点とするＵＳＥＮ（ＵＳＥＮの子会社含む。）との連結
（※２）グロス・レバレッジ・レシオ：有利子負債／ＥＢＩＴＤＡ
（※３）デット・サービス・カバレッジ・レシオ：フリー・キャッシュフロー（金利支払前）／（有利子
　　　　負債に係る約定弁済額＋支払利息＋割引料＋コミットメントフィー）

　有利子負債に係る約定弁済額については、平成29年９月の約定弁済額のうちの1,675百万円につ
いては、平成29年８月末以前に弁済がなされたものとみなしてデット・サービス・カバレッジ・レ
シオを計算する。

12



　　 ③株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳとの吸収分割契約締結の件
　　　 当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社である株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴ
　　　 ＷＯＲＫＳとの間で、当社を吸収分割会社、株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳを吸収分割承継会社とし、
　　　 当社が営むコミュニケーションネットワーク事業におけるインターネット回線販売代理店サービス事業に関
　　　 する権利義務を、株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳに承継させる吸収分割に関する吸収分割契約②を締
　　　 結いたしました。

　　 ④株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳとの吸収分割契約締結の件
　　　 当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社である株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸ
　　　 Ｔ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳとの間で、当社を吸収分割会社、株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩ
　　　 ＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳを吸収分割承継会社とし、当社が営むコミュニケーションネットワーク事業に
　　　 おける不動産企業向けサービス事業に関する権利義務を、株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　Ｐ
　　　 ＡＲＴＮＥＲＳに承継させる吸収分割に関する吸収分割契約③を締結いたしました。

　　 ⑤Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１との吸収合併契約締結の件
　　　 当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社であるＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１と
　　　 の間で、当社を吸収合併存続会社、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１を吸収合併消滅会社とする吸収合併に関する吸
　　　 収合併契約①を締結いたしました。

　　 ⑥ＵＳＥＮとの吸収合併契約締結の件
　　　 当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、ＵＳＥＮとの間で、当社を吸収合併存続会社、ＵＳ
　　　 ＥＮを吸収合併消滅会社とする吸収合併に関する吸収合併契約②を締結いたしました。
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第2号議案 株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳとの吸収分割契約承認の件

　当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社である株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯ
ＲＫＳとの間で、当社を吸収分割会社、株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳを吸収分割承継会社とし、当社が営む
コミュニケーションネットワーク事業におけるインターネット回線販売代理店サービス事業に関する権利義務を、株
式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳに承継させる吸収分割（以下「吸収分割②」といいます。）に関する吸収分割契
約（以下「吸収分割契約②」といいます。）を締結いたしました。つきましては、吸収分割契約②のご承認をお願い
したく存じます。
　なお、吸収分割②の効力は、第１号議案、第３号議案から第５号議案までの各議案が原案どおり承認可決されるこ
とを条件として、平成29年12月１日（予定）に生ずることといたします。

１．吸収分割②を行う理由
　第１号議案「１．吸収分割①を行う理由」をご参照ください。

２．吸収分割契約②の内容
　当社と株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳが平成29年６月19日付で締結した吸収分割契約②の内容は、以下の
とおりです。
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吸収分割契約書（写）

　株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ（以下「甲」という。）及び株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳ（以下「乙」という。）
は、コミュニケーションネットワーク事業におけるインターネット回線販売代理店サービス事業（以下「本件事業」
という。）に関して甲が有する権利義務を乙に承継させる吸収分割（以下「本件分割」という。）に関し、次のとお
り分割契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第１条（当事者の商号及び住所）
　　本件分割にかかる、甲（吸収分割会社）と乙（吸収分割承継会社）の商号及び住所は次のとおりである。
　　（甲）吸収分割会社
　　　　　商号：株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ
　　　　　住所：東京都渋谷区神宮前三丁目35番２号
　　（乙）吸収分割承継会社
　　　　　商号：株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳ
　　　　　住所：東京都渋谷区神宮前三丁目１番30号

第２条（承継する資産、債務、雇用契約その他の権利義務）
　　１．乙が本件分割により甲から承継する資産、債務、雇用契約その他の権利義務（以下、「本承継対象権利義　

　　務」という。）は、別紙「承継対象権利義務明細」記載のとおりとする。
２．前項にかかわらず、本承継対象権利義務のうち、（i）法令、条例等により本件分割による承継ができないも

の、又は（ii）本件分割による承継に関し契約上の定めに基づき重大な支障が生じ若しくは生じる可能性がある
ものについては、甲及び乙協議の上、これを承継対象から除外することができる。

　　３．第１項の規定による甲から乙への債務の承継については、すべて免責的債務引受の方法によるものとする。

第３条（吸収分割に際して交付する金銭等）
　乙は、本件分割に際して、甲に対し、乙の普通株式9,750株を発行し、そのすべてを本承継対象権利義務に代わ
り割当交付する。

第４条（乙の資本金等の額）
　　本件分割により、乙の資本金及び準備金の額は増加しない。
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第５条（効力発生日）
　効力発生日は、平成29年12月１日とする。ただし、手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合には、
甲及び乙協議の上、これを変更することができる。

第６条（株主総会の承認）
　　１．甲は効力発生日の前日までに、株主総会を開催し、本契約の承認及び本件分割に必要な事項に関する決議を

　　求める。ただし、手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合には、甲及び乙協議の上、これを変更す
　　ることができる。

　　２．乙は効力発生日の前日までに、株主総会を開催し、本件分割に必要な事項に関する決議を求める。

第７条（効力発生の条件）
　　本件分割は、効力発生日において、以下の会社分割及び合併の全てが甲の株主総会の決議によって承認されてい
　ることを条件としてその効力を生ずるものとする。
　(1)平成29年６月19日付け吸収分割契約書に基づく甲を吸収分割会社、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社を吸収
　　 分割承継会社とする吸収分割
　(2)平成29年６月19日付け吸収分割契約書に基づく甲を吸収分割会社、株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ

ＰＡＲＴＮＥＲＳを吸収分割承継会社とする吸収分割
　(3)平成29年６月19日付け合併契約書に基づく甲を吸収合併存続会社、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１を吸収合
　　 併消滅会社とする吸収合併
　(4)平成29年６月19日付け吸収合併契約書に基づく甲を吸収合併存続会社、株式会社ＵＳＥＮを吸収合併消滅会社
　　 とする吸収合併

第８条（競業避止義務）
　　甲は本件分割後においても、本件事業について一切競業避止義務を負わず、同種の事業を営むことができる。

第９条（会社財産の管理等）
　　甲及び乙は、本契約締結後効力発生日に至るまで、善良なる管理者としての注意をもってそれぞれの業務の執行
　及び財産の管理運営を行い、その財産及び権利義務に重大な影響を及ぼす行為を行う場合には、あらかじめ甲及び
　乙協議の上、これを行うものとする。
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第１０条（本契約の条件変更及び解除）
　　本契約締結後効力発生日に至るまでの間において、天変地異その他の事由により、甲又は乙の資産状態又は経営
　状態に重大な変動が生じた場合、法令に定める関係諸官庁等の承認が得られなかった場合、又は本件分割の実行に
　重大な支障となる事態が生じた場合その他本件分割の目的の達成が困難となった場合には、甲及び乙協議の上、本
　件分割の条件を変更し、又は本契約を解除することができる。

第１１条（その他）
　　本契約に定める事項のほか、本件分割に関し必要な事項については、本契約の趣旨に従い、甲及び乙協議の上、
　これを決定する。

　本契約締結の証として本書2通を作成し、甲及び乙は記名捺印の上、各1通を保有する。

平成29年６月19日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（甲）東京都渋谷区神宮前三丁目35番２号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　宇野　康秀

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（乙）東京都渋谷区神宮前三丁目１番30号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　島田　亨
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承継対象権利義務明細

　乙は、本件分割により、本件分割の効力発生日における甲の本件事業に属する次に記載する資産、債務、雇用契約、
その他の権利義務を甲から承継する。なお、承継する権利義務のうち資産及び負債については、平成29年３月31日
現在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、これに本件分割の効力発生前日までの増減を加除した上で確定
する。

１．承継する資産
　本件事業に属する以下の資産
(1)　流動資産
　　 効力発生日において本件事業に属する、現金、預金、売掛金、棚卸資産、未収入金その他一切の流動資産。

(2)　固定資産
　　 効力発生日において本件事業に属する、有形固定資産、無形固定資産及び投資その他の資産。

２．承継する負債
　本件事業に属する以下の負債
(1)　流動負債
　　 効力発生日において本件事業に属する買掛金、未払金、未払費用その他一切の流動負債。

(2)　固定負債
　　 効力発生日において本件事業に属するリース債務、退職給付引当金その他一切の固定負債。

３．承継する雇用契約等
　本吸収分割の効力発生日において本件事業に属する従業員との間の雇用契約上の地位及びこれらの契約に基づき発
生した一切の権利義務。
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４．承継するその他の権利義務等
(1)　知的財産
　　 効力発生日において本件事業に帰属する特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権その他知的財産権。

(2)　雇用契約以外の契約
　　 本件事業に関して甲が締結した売買契約、取引基本契約、業務委託契約、請負契約、賃貸借契約、リース契
　 約その他本件事業に関する一切の契約上の地位及びこれらの契約に基づき発生した一切の権利義務。ただし、
　 法人格が変わることに対し移転が認められないもの、契約上移転できないもの、許認可等の再取得が必要なも
　 ののうち本件分割の効力発生日までに必要な対応が完了できなかったもの及び甲が引き続き保有する必要のあ
　 るものを除く。

(3)　許認可等
　　 本件事業に関する許可、認可、承認、登録及び届出等のうち、法令上承継可能なもの。ただし、甲が引き続
　 き保有する必要のあるものを除く。

以上
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３．会社法施行規則第183条各号に掲げる事項の内容の概要
(1) 会社法第758条第４号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項

当社及び株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳは、吸収分割②に際して、当社が株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷ
ＯＲＫＳの普通株式9,750株の交付を受けることといたしましたが、当社と株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲ
ＫＳが完全親子関係にあること等に照らして相当であると判断しております。
また、吸収分割②により吸収分割承継会社において資本金及び準備金の額は変動しません。

(2) 会社法第758条第５号及び第６号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項
該当事項はありません。

(3) 吸収分割承継会社についての次に掲げる事項
① 成立の日における貸借対照表の内容

株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳは、平成29年６月16日に成立した会社であるため、最終の事業年度は
ありません。株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳの成立の日における貸借対照表の内容は以下のとおりです。

（単位：千円）

科　目 金　額 科　目 金　額

（資産の部） （純資産の部）

　現　預　金 12,500 　資　本　金 10,000

　資本準備金 2,500

資　産　合　計 12,500 負債・純資産合計 12,500

② 成立の日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象
該当事項はありません。
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(4) 当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に
重要な影響を与える事象

① 連結子会社（Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１）によるＵＳＥＮ株式に対する公開買付け及び経営統合に関する基本合
意書締結の件
当社及び当社の連結子会社であるＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１は、平成29年２月13日、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１
が、ＵＳＥＮが所有する自己株式及び不応募対象株式を除くＵＳＥＮ株式のすべてを金融商品取引法に基づく
公開買付けにより取得し、ＵＳＥＮ株式を非公開化したうえで、その後の一連の組織再編を通じて、当社とＵ
ＳＥＮとの経営統合を実施することを決定いたしました。
なお、本公開買付けは、平成29年３月28日をもって終了し、ＵＳＥＮ株式 107,825,794株を取得することと
なりました。その結果、本公開買付けの決済開始日である平成29年４月４日をもって、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ
１が所有するＵＳＥＮ株式は、107,825,894株（所有割合52.33％）となっております。

② 資金の借入の件
（ア）借入の理由

当社の連結子会社であるＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１が、ＵＳＥＮ株式を本公開買付けにより取得することと
なり、その取得資金、及びＵＳＥＮの既存の借入のリファイナンスに充当するためにＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰ
Ｃ１がシンジケートローンによる資金の新規借入を行いました。

（イ）シンジケートローン契約の概要
(ａ) 組成総額 945億円

タームローン金額 800億円
ブリッジローン金額 95億円
コミットメントライン貸付 限度額50億円

(ｂ) 契約日 平成29年３月29日
(ｃ) 担保の有無 有（Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１が取得するＵＳＥＮ株式等）
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(ｄ) 適用利率 全銀協日本円ＴＩＢＯＲに基づく変動金利
(ｅ) アレンジャー兼エージェント 株式会社みずほ銀行
(ｆ) シンジケート団 株式会社みずほ銀行を含む全９行
(ｇ) 借入満期日 平成36年３月31日
(ｈ) 財務制限条項

イ．平成29年12月期の次の決算期末以降（当該決算期を含む。）の各決算期末における借入人を頂点とす
る連結ベースの経常利益を赤字となる状態を生じさせないこと。

ロ．平成29年12月期の次の決算期末以降（当該決算期を含む。）の各決算期末における借入人を頂点とす
る連結貸借対照表上の純資産の部の合計金額を、直前の各決算期末における借入人を頂点とする連結貸
借対照表上の純資産の部の合計金額の80％以上かつ50億円以上に維持すること。

ハ．平成30年２月期以降（平成30年２月期を含む。）の各中間期末及び平成30年８月期以降（平成30年
８月期を含む。）の決算期末（いずれも直近12ヶ月）における簡易連結（※１）ベースのグロス・レ
バレッジ・レシオ（※２）を、各中間期末及び決算期末に4.16～6.10以下に維持すること。

ニ．平成31年２月期以降（平成31年２月期を含む。）の各中間期末及び平成30年８月期以降（平成30年
８月期を含む。）の決算期末（いずれも直近12ヶ月）における簡易連結（※１）ベースのデット・サ
ービス・カバレッジ・レシオ（※３）を1.05以上に維持すること。

（※１）簡易連結：借入人を頂点とするＵＳＥＮ（ＵＳＥＮの子会社含む。）との連結
（※２）グロス・レバレッジ・レシオ：有利子負債／ＥＢＩＴＤＡ
（※３）デット・サービス・カバレッジ・レシオ：フリー・キャッシュフロー（金利支払前）／（有利子
　　　　負債に係る約定弁済額＋支払利息＋割引料＋コミットメントフィー）

　有利子負債に係る約定弁済額については、平成29年９月の約定弁済額のうちの1,675百万円につ
いては、平成29年８月末以前に弁済がなされたものとみなしてデット・サービス・カバレッジ・レ
シオを計算する。
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③ 株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社との吸収分割契約締結の件
当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社である株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割
準備会社との間で、当社を吸収分割会社、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社を吸収分割承継会社とし、当社
が営むコンテンツプラットフォーム事業並びにコミュニケーションネットワーク事業におけるＭＶＮＯサービ
ス事業及び固定ブロードバンド回線サービス事業に関する権利義務を、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社に
承継させる吸収分割に関する吸収分割契約①を締結いたしました。

④ 株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶIＮＩＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳとの吸収分割契約締結の件
当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社である株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸ
Ｔ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳとの間で、当社を吸収分割会社、株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶ
ＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳを吸収分割承継会社とし、当社が営むコミュニケーションネットワーク事業におけ
る不動産企業向けサービス事業に関する権利義務を、株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴ
ＮＥＲＳに承継させる吸収分割に関する吸収分割契約③を締結いたしました。

⑤ Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１との吸収合併契約締結の件
当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社であるＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１と
の間で、当社を吸収合併存続会社、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１を吸収合併消滅会社とする吸収合併に関する吸収
合併契約①を締結いたしました。

⑥ ＵＳＥＮとの吸収合併契約締結の件
当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、ＵＳＥＮとの間で、当社を吸収合併存続会社、ＵＳ
ＥＮを吸収合併消滅会社とする吸収合併に関する吸収合併契約②を締結いたしました。
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第3号議案 株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲ
Ｓとの吸収分割契約承認の件

　当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社である株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　
ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳとの間で、当社を吸収分割会社、株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　Ｐ
ＡＲＴＮＥＲＳを吸収分割承継会社とし、当社が営むコミュニケーションネットワーク事業における不動産企業向け
サービス事業に関する権利義務を、株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳに承継させる吸
収分割（以下「吸収分割③」といいます。）に関する吸収分割契約（以下「吸収分割契約③」といいます。）を締結
いたしました。つきましては、吸収分割契約③のご承認をお願いしたく存じます。
　なお、吸収分割③の効力は、第１号議案、第２号議案、第４号議案及び第５号議案が原案どおり承認可決されるこ
とを条件として、平成29年12月１日（予定）に生ずることといたします。

１．吸収分割③を行う理由
　第１号議案「１．吸収分割①を行う理由」をご参照ください。

２．吸収分割契約③の内容
　当社と株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳが平成29年６月19日付で締結した吸収
分割契約③の内容は、以下のとおりです。
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吸収分割契約書（写）

　株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ（以下「甲」という。）及び株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲ
Ｓ（以下「乙」という。）は、コミュニケーションネットワーク事業における不動産企業向けサービス事業（以下「本
件事業」という。）に関して甲が有する権利義務を乙に承継させる吸収分割（以下「本件分割」という。）に関し、
次のとおり分割契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第１条（当事者の商号及び住所）
　　本件分割にかかる、甲（吸収分割会社）と乙（吸収分割承継会社）の商号及び住所は次のとおりである。
　　（甲）吸収分割会社
　　　　　商号：株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ
　　　　　住所：東京都渋谷区神宮前三丁目35番２号
　　（乙）吸収分割承継会社
　　　　　商号：株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳ
　　　　　住所：東京都渋谷区神宮前三丁目１番30号

第２条（承継する資産、債務、雇用契約その他の権利義務）
　　１．乙が本件分割により甲から承継する資産、債務、雇用契約その他の権利義務（以下、「本承継対象権利義　
　　　務」という。）は、別紙「承継対象権利義務明細」記載のとおりとする。

２．前項にかかわらず、本承継対象権利義務のうち、（i）法令、条例等により本件分割による承継ができないも
の、又は（ii）本件分割による承継に関し契約上の定めに基づき重大な支障が生じ若しくは生じる可能性がある
ものについては、甲及び乙協議の上、これを承継対象から除外することができる。

　　３．第１項の規定による甲から乙への債務の承継については、すべて免責的債務引受の方法によるものとする。

第３条（吸収分割に際して交付する金銭等）
　乙は、本件分割に際して、甲に対し、乙の普通株式5,000株を発行し、そのすべてを本承継対象権利義務に代わ
り割当交付する。

第４条（乙の資本金等の額）
　　本件分割により、乙の資本金及び準備金の額は増加しない。
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第５条（効力発生日）
　効力発生日は、平成29年12月１日とする。ただし、手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合には、
甲及び乙協議の上、これを変更することができる。

第６条（株主総会の承認）
　　１．甲は効力発生日の前日までに、株主総会を開催し、本契約の承認及び本件分割に必要な事項に関する決議を
　　　求める。ただし、手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合には、甲及び乙協議の上、これを変更す
　　　ることができる。
　　２．乙は効力発生日の前日までに、株主総会を開催し、本件分割に必要な事項に関する決議を求める。

第７条（効力発生の条件）
　　本件分割は、効力発生日において、以下の会社分割及び合併の全てが甲の株主総会の決議によって承認されてい
　ることを条件としてその効力を生ずるものとする。
　(1)平成29年６月19日付け吸収分割契約書に基づく甲を吸収分割会社、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社を吸収
　　 分割承継会社とする吸収分割
　(2)平成29年６月19日付け吸収分割契約書に基づく甲を吸収分割会社、株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳを吸
　　 収分割承継会社とする吸収分割
　(3)平成29年６月19日付け合併契約書に基づく甲を吸収合併存続会社、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１を吸収合
　　 併消滅会社とする吸収合併
　(4)平成29年６月19日付け吸収合併契約書に基づく甲を吸収合併存続会社、株式会社ＵＳＥＮを吸収合併消滅会社
　　 とする吸収合併

第８条（競業避止義務）
　　甲は本件分割後においても、本件事業について一切競業避止義務を負わず、同種の事業を営むことができる。
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第９条（会社財産の管理等）
　　甲及び乙は、本契約締結後効力発生日に至るまで、善良なる管理者としての注意をもってそれぞれの業務の執行
　及び財産の管理運営を行い、その財産及び権利義務に重大な影響を及ぼす行為を行う場合には、あらかじめ甲及び
　乙協議の上、これを行うものとする。

第１０条（本契約の条件変更及び解除）
　　本契約締結後効力発生日に至るまでの間において、天変地異その他の事由により、甲又は乙の資産状態又は経営
　状態に重大な変動が生じた場合、法令に定める関係諸官庁等の承認が得られなかった場合、又は本件分割の実行に
　重大な支障となる事態が生じた場合その他本件分割の目的の達成が困難となった場合には、甲及び乙協議の上、本
　件分割の条件を変更し、又は本契約を解除することができる。

第１１条（その他）
　　本契約に定める事項のほか、本件分割に関し必要な事項については、本契約の趣旨に従い、甲及び乙協議の上、
　これを決定する。

　本契約締結の証として本書２通を作成し、甲及び乙は記名捺印の上、各１通を保有する。

平成29年６月19日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（甲）東京都渋谷区神宮前三丁目35番２号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　宇野　康秀

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（乙）東京都渋谷区神宮前三丁目１番30号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　山本　正志
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承継対象権利義務明細

　乙は、本件分割により、本件分割の効力発生日における甲の本件事業に属する次に記載する資産、債務、雇用契約、
その他の権利義務を甲から承継する。なお、承継する権利義務のうち資産及び負債については、平成29年３月31日
現在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、これに本件分割の効力発生前日までの増減を加除した上で確定
する。

１．承継する資産
　本件事業に属する以下の資産
(1)　流動資産

　　　 効力発生日において本件事業に属する、現金、預金、売掛金、棚卸資産、未収入金その他一切の流動資産。

(2)　固定資産
　　 効力発生日において本件事業に属する、有形固定資産、無形固定資産及び投資その他の資産。

２．承継する負債
　本件事業に属する以下の負債
(1)　流動負債
　　 効力発生日において本件事業に属する買掛金、未払金、未払費用その他一切の流動負債。

(2)　固定負債
　　 効力発生日において本件事業に属するリース債務、退職給付引当金その他一切の固定負債。

３．承継する雇用契約等
　本吸収分割の効力発生日において本件事業に属する従業員との間の雇用契約上の地位及びこれらの契約に基づき発
生した一切の権利義務。
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４．承継するその他の権利義務等
(1)　知的財産
　　 効力発生日において本件事業に帰属する特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権その他知的財産権。

(2)　雇用契約以外の契約
　　 本件事業に関して甲が締結した売買契約、取引基本契約、業務委託契約、請負契約、賃貸借契約、リース契
　 約その他本件事業に関する一切の契約上の地位及びこれらの契約に基づき発生した一切の権利義務。ただし、
　 法人格が変わることに対し移転が認められないもの、契約上移転できないもの、許認可等の再取得が必要なも
　 ののうち本件分割の効力発生日までに必要な対応が完了できなかったもの及び甲が引き続き保有する必要のあ
　 るものを除く。

(3)　許認可等
　　 本件事業に関する許可、認可、承認、登録及び届出等のうち、法令上承継可能なもの。ただし、甲が引き続
　 き保有する必要のあるものを除く。

以上
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３．会社法施行規則第183条各号に掲げる事項の内容の概要
 (1) 会社法第758条第４号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項
　　当社及び株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳは、吸収分割③に際して、当社が株式
　　会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳの普通株式5,000株の交付を受けることといたしま
　　したが、当社と株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳが完全親子関係にあること等に
　　照らして相当であると判断しております。

また、吸収分割③により吸収分割承継会社において資本金及び準備金の額は変動しません。

 (2) 会社法第758条第５号及び第６号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項
該当事項はありません。

 (3) 吸収分割承継会社についての次に掲げる事項
① 成立の日における貸借対照表の内容

株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳは、平成29年６月16日に成立した会社であ
るため、最終の事業年度はありません。株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳの
成立の日における貸借対照表の内容は以下のとおりです。

（単位：千円）

科　目 金　額 科　目 金　額

（資産の部） （純資産の部）

　現　預　金 12,500 　資　本　金 10,000

　資本準備金 2,500

資　産　合　計 12,500 負債・純資産合計 12,500

② 成立の日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象
該当事項はありません。
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(4) 当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に
重要な影響を与える事象

① 連結子会社（Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１）によるＵＳＥＮ株式に対する公開買付け及び経営統合に関する基本合
意書締結の件
当社及び当社の連結子会社であるＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１は、平成29年２月13日、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１
が、ＵＳＥＮが所有する自己株式及び不応募対象株式を除くＵＳＥＮ株式のすべてを金融商品取引法に基づく
公開買付けにより取得し、ＵＳＥＮ株式を非公開化したうえで、その後の一連の組織再編を通じて、当社とＵ
ＳＥＮとの経営統合を実施することを決定いたしました。
なお、本公開買付けは、平成29年３月28日をもって終了し、ＵＳＥＮ株式 107,825,794株を取得することと
なりました。その結果、本公開買付けの決済開始日である平成29年４月４日をもって、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ
１が所有するＵＳＥＮ株式は、107,825,894株（所有割合52.33％）となっております。

② 資金の借入の件
（ア）借入の理由

当社の連結子会社であるＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１が、ＵＳＥＮ株式を本公開買付けにより取得することと
なり、その取得資金、及びＵＳＥＮの既存の借入のリファイナンスに充当するためにＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰ
Ｃ１がシンジケートローンによる資金の新規借入を行いました。

（イ）シンジケートローン契約の概要
(ａ) 組成総額 945億円

タームローン金額 800億円
ブリッジローン金額 95億円
コミットメントライン貸付 限度額50億円

(ｂ) 契約日 平成29年３月29日
(ｃ) 担保の有無 有（Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１が取得するＵＳＥＮ株式等）
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(ｄ) 適用利率 全銀協日本円ＴＩＢＯＲに基づく変動金利
(ｅ) アレンジャー兼エージェント 株式会社みずほ銀行
(ｆ) シンジケート団 株式会社みずほ銀行を含む全９行
(ｇ) 借入満期日 平成36年３月31日
(ｈ) 財務制限条項

イ．平成29年12月期の次の決算期末以降（当該決算期を含む。）の各決算期末における借入人を頂点とす
る連結ベースの経常利益を赤字となる状態を生じさせないこと。

ロ．平成29年12月期の次の決算期末以降（当該決算期を含む。）の各決算期末における借入人を頂点とす
る連結貸借対照表上の純資産の部の合計金額を、直前の各決算期末における借入人を頂点とする連結貸
借対照表上の純資産の部の合計金額の80％以上かつ50億円以上に維持すること。

ハ．平成30年２月期以降（平成30年２月期を含む。）の各中間期末及び平成30年８月期以降（平成30年
８月期を含む。）の決算期末（いずれも直近12ヶ月）における簡易連結（※１）ベースのグロス・レ
バレッジ・レシオ（※２）を、各中間期末及び決算期末に4.16～6.10以下に維持すること。

ニ．平成31年２月期以降（平成31年２月期を含む。）の各中間期末及び平成30年８月期以降（平成30年
８月期を含む。）の決算期末（いずれも直近12ヶ月）における簡易連結（※１）ベースのデット・サ
ービス・カバレッジ・レシオ（※３）を1.05以上に維持すること。

（※１）簡易連結：借入人を頂点とするＵＳＥＮ（ＵＳＥＮの子会社含む。）との連結
（※２）グロス・レバレッジ・レシオ：有利子負債／ＥＢＩＴＤＡ
（※３）デット・サービス・カバレッジ・レシオ：フリー・キャッシュフロー（金利支払前）／（有利子
　　　　負債に係る約定弁済額＋支払利息＋割引料＋コミットメントフィー）

　有利子負債に係る約定弁済額については、平成29年９月の約定弁済額のうちの1,675百万円につ
いては、平成29年８月末以前に弁済がなされたものとみなしてデット・サービス・カバレッジ・レ
シオを計算する。
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③ 株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社との吸収分割契約締結の件
当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社である株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割
準備会社との間で、当社を吸収分割会社、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社を吸収分割承継会社とし、当社
が営むコンテンツプラットフォーム事業並びにコミュニケーションネットワーク事業におけるＭＶＮＯサービ
ス事業及び固定ブロードバンド回線サービス事業に関する権利義務を、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社に
承継させる吸収分割に関する吸収分割契約①を締結いたしました。

④ 株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳとの吸収分割契約締結の件
当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社である株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴ
ＷＯＲＫＳとの間で、当社を吸収分割会社、株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳを吸収分割承継会社とし、
当社が営むコミュニケーションネットワーク事業におけるインターネット回線販売代理店サービス事業に関す
る権利義務を、株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳに承継させる吸収分割に関する吸収分割契約②を締結い
たしました。

⑤ Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１との吸収合併契約締結の件
当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社であるＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１と
の間で、当社を吸収合併存続会社、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１を吸収合併消滅会社とする吸収合併に関する吸収
合併契約①を締結いたしました。

⑥ ＵＳＥＮとの吸収合併契約締結の件
当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、ＵＳＥＮとの間で、当社を吸収合併存続会社、ＵＳ
ＥＮを吸収合併消滅会社とする吸収合併に関する吸収合併契約②を締結いたしました。
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第4号議案 株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１との吸収合併契約承認の件

　当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社であるＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１との間
で、当社を吸収合併存続会社、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下「吸収合併①」と
いいます。）に関する吸収合併契約（以下「吸収合併契約①」といいます。）を締結いたしました。吸収合併①に伴
い、当社においては合併差損が生じることが見込まれるため、会社法第796条第２項但書及び第795条第２項第１号
の規定により、吸収合併契約①のご承認をお願いするものであります。
　なお、吸収合併①の効力は、第１号議案から第３号議案までの各議案及び第５号議案が原案どおり承認可決される
こと、並びに、吸収分割①、吸収分割②及び吸収分割③の効力が生じることを条件として、平成29年12月１日（予
定）に生ずることといたします。

１．吸収合併①を行う理由
　第１号議案「１．吸収分割①を行う理由」をご参照ください。

２．吸収合併契約①の内容
　当社とＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１が平成29年６月19日付で締結した吸収合併契約①の内容は、以下のとおりです。
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合併契約書（写）

　株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ（以下「甲」という。）と株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１（以下「乙」という。）は、合
併に関し、次のとおり契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第１条（合併の方式）
　　甲及び乙は、甲を吸収合併存続会社、乙を吸収合併消滅会社として、合併（以下「本合併」という。）し、甲が
　乙の権利義務の全部を承継する。本合併の当事会社の商号及び住所は次のとおりである。
　　（甲）吸収合併存続会社
　　　　　商号：株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ
　　　　　住所：東京都渋谷区神宮前三丁目35番２号
　　（乙）吸収合併消滅会社
　　　　　商号：株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１
　　　　　住所：東京都渋谷区神宮前三丁目35番２号

第２条（効力発生日）
　本合併の効力発生日（以下「効力発生日」という。）は、平成29年12月１日とする。ただし、甲と乙は合意に
よりこれを変更することができる。

第３条（資本金及び準備金の額）
　　甲は、本合併により、甲の資本金及び資本準備金の額を増加しない。

第４条（合併に際して交付する金銭等）
　　甲は、本合併において、一切の対価を交付しない。
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第５条（合併承認株主総会等）
１．甲は、平成29年７月10日に開催予定の臨時株主総会にて、本契約の承認及び本合併に必要な事項に関する

決議を求めるものとする。ただし、甲の合併手続の遂行上の必要性その他の事由により必要な場合には、甲及
び乙協議の上、これを変更することができるものとする。

　　２．乙は、平成29年7月10日に開催予定の臨時株主総会にて、本契約の承認及び本合併に必要な事項に関する決
　　　議を求めるものとする。ただし、乙の合併手続の遂行上の必要性その他の事由により必要な場合には、甲及び
　　　乙協議の上、これを変更することができるものとする。

第６条（効力発生の条件）
　　本合併は、効力発生日において、下記(1)ないし(3)の会社分割の全てが甲の株主総会の決議によって承認される
　こと及び効力が生じること並びに下記(4)の合併が甲の株主総会の決議によって承認されることを条件としてその
　効力を生ずるものとする。
　(1)平成29年６月19日付け吸収分割契約書に基づく甲を吸収分割会社、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社を吸収
　　 分割承継会社とする吸収分割
　(2)平成29年６月19日付け吸収分割契約書に基づく甲を吸収分割会社、株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳを吸
　　 収分割承継会社とする吸収分割
　(3)平成29年６月19日付け吸収分割契約書に基づく甲を吸収分割会社、株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮ
　　 Ｇ　ＰＡＲＴＮＥＲＳを吸収分割承継会社とする吸収分割
　(4)平成29年６月19日付け吸収合併契約書に基づく甲を吸収合併存続会社、株式会社ＵＳＥＮを吸収合併消滅会社
　　 とする吸収合併

第７条（会社財産の管理等）
　　甲及び乙は、本契約締結日以後効力発生日までの間において、善良な管理者の注意義務をもって本合併の遂行に
　必要な手続及び資産、負債又は権利義務の管理を行うものとする。ただし、当該期間において、その財産及び権利
　義務に重要な影響を及ぼす行為を行う必要が生じた場合、あらかじめ甲及び乙協議の上、これを実行する。

36



第８条（合併契約の変更等）
　　本契約締結日から効力発生日までの間において、天災地変その他の事由により、甲又は乙の資産又は経営状態に
　ついて重要な変動が生じた場合には、甲及び乙は、合併条件を変更し、又は本契約を解除することができる。

第９条（本契約の効力）
　　本契約は、第５条に定める株主総会又は法令に定める関係官庁の承認等のいずれかが得られないときは、その効
　力を失う。

第１０条（協議事項）
　　本契約に定める事項のほか、本合併に必要な事項については、甲及び乙協議の上、定めるものとする。

　本契約締結の証として本書１通を作成し、甲乙記名押印の上、甲が原本を保有し、乙がその写しを保有する。

平成29年６月19日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（甲）東京都渋谷区神宮前三丁目35番２号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　　宇野　康秀

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（乙）東京都渋谷区神宮前三丁目35番２号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役　　　　宇野　康秀
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３．会社法施行規則第191条各号に掲げる事項の内容の概要
(1) 会社法第749条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項

吸収合併①は、完全親子会社間において行われるため、吸収合併①に際して株式の割当その他の対価の交付は
行いません。
また、吸収合併①により当社において資本金及び準備金の額は変動しません。

(2) 会社法第749条第１項第４号及び第５号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項
該当事項はありません。

(3) 吸収合併消滅会社についての次に掲げる事項
① 成立の日における貸借対照表の内容

Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１は、平成29年１月13日に成立した会社であるため、最終の事業年度はありません。
Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１の成立の日における貸借対照表の内容は以下のとおりです。

（単位：千円）

科　目 金　額 科　目 金　額

（資産の部） （純資産の部）

　現　預　金 1,000 　資　本　金 1,000

資　産　合　計 1,000 負債・純資産合計 1,000

② 成立の日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象
（ア）ＵＳＥＮ株式に対する公開買付けの件

Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１は、平成29年２月13日、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１が、ＵＳＥＮが所有する自己
株式及び不応募対象株式を除くＵＳＥＮ株式のすべてを金融商品取引法に基づく公開買付けにより取得す
ることを決定いたしました。
なお、本公開買付けは、平成29年３月28日をもって終了し、ＵＳＥＮ株式 107,825,794株を取得するこ
ととなりました。その結果、本公開買付けの決済開始日である平成29年４月４日をもって、Ｕ－ＮＥＸＴ
ＳＰＣ１が所有するＵＳＥＮ株式は、107,825,894株（所有割合52.33％）となっております。
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（イ）資金の借入の件
(ａ) 借入の理由

Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１が、ＵＳＥＮ株式を本公開買付けにより取得することとなり、その取得資金、
及びＵＳＥＮの既存の借入のリファイナンスに充当するためにＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１がシンジケート
ローンによる資金の新規借入を行いました。

(ｂ) シンジケートローン契約の概要
(ⅰ) 組成総額 945億円

タームローン金額 800億円
ブリッジローン金額 95億円
コミットメントライン貸付 限度額50億円

(ⅱ) 契約日 平成29年３月29日
(ⅲ) 担保の有無 有（Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１が取得するＵＳＥＮ株式等）
(ⅳ) 適用利率 全銀協日本円ＴＩＢＯＲに基づく変動金利
(ⅴ) アレンジャー兼エージェント 株式会社みずほ銀行
(ⅵ) シンジケート団 株式会社みずほ銀行を含む全９行
(ⅶ) 借入満期日 平成36年３月31日
(ⅷ) 財務制限条項

イ．平成29年12月期の次の決算期末以降（当該決算期を含む。）の各決算期末における借入人を頂点と
する連結ベースの経常利益を赤字となる状態を生じさせないこと。

ロ．平成29年12月期の次の決算期末以降（当該決算期を含む。）の各決算期末における借入人を頂点と
する連結貸借対照表上の純資産の部の合計金額を、直前の各決算期末における借入人を頂点とする連
結貸借対照表上の純資産の部の合計金額の80％以上かつ50億円以上に維持すること。

ハ．平成30年２月期以降（平成30年２月期を含む。）の各中間期末及び平成30年８月期以降（平成30
年８月期を含む。）の決算期末（いずれも直近12ヶ月）における簡易連結（※１）ベースのグロス・
レバレッジ・レシオ（※２）を、各中間期末及び決算期末に4.16～6.10以下に維持すること。
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ニ．平成31年２月期以降（平成31年２月期を含む。）の各中間期末及び平成30年８月期以降（平成30
年８月期を含む。）の決算期末（いずれも直近12ヶ月）における簡易連結（※１）ベースのデット・
サービス・カバレッジ・レシオ（※３）を1.05以上に維持すること。

（※１）簡易連結：借入人を頂点とするＵＳＥＮ（ＵＳＥＮの子会社含む。）との連結
（※２）グロス・レバレッジ・レシオ：有利子負債／ＥＢＩＴＤＡ
（※３）デット・サービス・カバレッジ・レシオ：フリー・キャッシュフロー（金利支払前）／（有利
　　　　子負債に係る約定弁済額＋支払利息＋割引料＋コミットメントフィー）

　有利子負債に係る約定弁済額については、平成29年９月の約定弁済額のうちの1,675百万円に
ついては、平成29年８月末以前に弁済がなされたものとみなしてデット・サービス・カバレッ
ジ・レシオを計算する。

(4) 当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に
重要な影響を与える事象

① 連結子会社（Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１）によるＵＳＥＮ株式に対する公開買付け及び経営統合に関する基本合
意書締結の件
当社及び当社の連結子会社であるＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１は、平成29年２月13日、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１
が、ＵＳＥＮが所有する自己株式及び不応募対象株式を除くＵＳＥＮ株式のすべてを金融商品取引法に基づく
公開買付けにより取得し、ＵＳＥＮ株式を非公開化したうえで、その後の一連の組織再編を通じて、当社とＵ
ＳＥＮとの経営統合を実施することを決定いたしました。
なお、本公開買付けは、平成29年３月28日をもって終了し、ＵＳＥＮ株式 107,825,794株を取得することと
なりました。その結果、本公開買付けの決済開始日である平成29年４月４日をもって、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ
１が所有するＵＳＥＮ株式は、107,825,894株（所有割合52.33％）となっております。
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② 資金の借入の件
（ア）借入の理由

当社の連結子会社であるＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１が、ＵＳＥＮ株式を本公開買付けにより取得することと
なり、その取得資金、及びＵＳＥＮの既存の借入のリファイナンスに充当するためにＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰ
Ｃ１がシンジケートローンによる資金の新規借入を行いました。

（イ）シンジケートローン契約の概要
(ａ) 組成総額 945億円

タームローン金額 800億円
ブリッジローン金額 95億円
コミットメントライン貸付 限度額50億円

(ｂ) 契約日 平成29年３月29日
(ｃ) 担保の有無 有（Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１が取得するＵＳＥＮ株式等）
(ｄ) 適用利率 全銀協日本円ＴＩＢＯＲに基づく変動金利
(ｅ) アレンジャー兼エージェント 株式会社みずほ銀行
(ｆ) シンジケート団 株式会社みずほ銀行を含む全９行
(ｇ) 借入満期日 平成36年３月31日
(ｈ) 財務制限条項

イ．平成29年12月期の次の決算期末以降（当該決算期を含む。）の各決算期末における借入人を頂点とす
る連結ベースの経常利益を赤字となる状態を生じさせないこと。

ロ．平成29年12月期の次の決算期末以降（当該決算期を含む。）の各決算期末における借入人を頂点とす
る連結貸借対照表上の純資産の部の合計金額を、直前の各決算期末における借入人を頂点とする連結貸
借対照表上の純資産の部の合計金額の80％以上かつ50億円以上に維持すること。

ハ．平成30年２月期以降（平成30年２月期を含む。）の各中間期末及び平成30年８月期以降（平成30年
８月期を含む。）の決算期末（いずれも直近12ヶ月）における簡易連結（※１）ベースのグロス・レ
バレッジ・レシオ（※２）を、各中間期末及び決算期末に4.16～6.10以下に維持すること。
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ニ．平成31年２月期以降（平成31年２月期を含む。）の各中間期末及び平成30年８月期以降（平成30年
８月期を含む。）の決算期末（いずれも直近12ヶ月）における簡易連結（※１）ベースのデット・サ
ービス・カバレッジ・レシオ（※３）を1.05以上に維持すること。

（※１）簡易連結：借入人を頂点とするＵＳＥＮ（ＵＳＥＮの子会社含む。）との連結
（※２）グロス・レバレッジ・レシオ：有利子負債／ＥＢＩＴＤＡ
（※３）デット・サービス・カバレッジ・レシオ：フリー・キャッシュフロー（金利支払前）／（有利子
　　　　負債に係る約定弁済額＋支払利息＋割引料＋コミットメントフィー）

　有利子負債に係る約定弁済額については、平成29年９月の約定弁済額のうちの1,675百万円につ
いては、平成29年８月末以前に弁済がなされたものとみなしてデット・サービス・カバレッジ・レ
シオを計算する。

③ 株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社との吸収分割契約締結の件
当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社である株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割
準備会社との間で、当社を吸収分割会社、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社を吸収分割承継会社とし、当社
が営むコンテンツプラットフォーム事業並びにコミュニケーションネットワーク事業におけるＭＶＮＯサービ
ス事業及び固定ブロードバンド回線サービス事業に関する権利義務を、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社に
承継させる吸収分割に関する吸収分割契約①を締結いたしました。

④ 株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳとの吸収分割契約締結の件
当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社である株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴ
ＷＯＲＫＳとの間で、当社を吸収分割会社、株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳを吸収分割承継会社とし、
当社が営むコミュニケーションネットワーク事業におけるインターネット回線販売代理店サービス事業に関す
る権利義務を、株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳに承継させる吸収分割に関する吸収分割契約②を締結い
たしました。

⑤ 株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳとの吸収分割契約締結の件
当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社である株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸ
Ｔ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳとの間で、当社を吸収分割会社、株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶ
ＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳを吸収分割承継会社とし、当社が営むコミュニケーションネットワーク事業におけ
る不動産企業向けサービス事業に関する権利義務を、株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴ
ＮＥＲＳに承継させる吸収分割に関する吸収分割契約③を締結いたしました。

⑥ ＵＳＥＮとの吸収合併契約締結の件
当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、ＵＳＥＮとの間で、当社を吸収合併存続会社、ＵＳ
ＥＮを吸収合併消滅会社とする吸収合併に関する吸収合併契約②を締結いたしました。
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第5号議案 株式会社ＵＳＥＮとの吸収合併契約承認の件

　当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、ＵＳＥＮとの間で、当社を吸収合併存続会社、ＵＳＥＮ
を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下「吸収合併②」といいます。）に関する吸収合併契約（以下「吸収合併契
約②」といいます。）を締結いたしました。つきましては、吸収合併契約②のご承認をお願いしたく存じます。
　なお、吸収合併②の効力は、第１号議案から第４号議案までの各議案が原案どおり承認可決されること、並びに、
吸収分割①、吸収分割②、吸収分割③及び吸収合併①の効力が生じることを条件として、平成29年12月１日（予定）
に生ずることといたします。

１．吸収合併②を行う理由
　第１号議案「１．吸収分割①を行う理由」をご参照ください。

２．吸収合併契約②の内容
　当社とＵＳＥＮが平成29年６月19日付で締結した吸収合併契約②の内容は、以下のとおりです。
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吸収合併契約書（写）

　東京都渋谷区神宮前三丁目35番２号に本店を有する株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ(以下｢甲｣という。)と東京都港区北青
山三丁目１番２号に本店を有する株式会社ＵＳＥＮ(以下｢乙｣という。)は、平成29年６月19日(以下｢本締結日｣とい
う。)付で、次のとおり吸収合併契約(以下｢本契約｣という。)を締結する。

第１条（合併の方法）
　　甲及び乙は、甲を吸収合併存続会社、乙を吸収合併消滅会社として合併する(以下｢本吸収合併｣という。)。

第２条（本吸収合併の対価等）
１．甲は、本吸収合併に際して、本吸収合併が効力を生ずる時点の直前時における乙株主(ただし、甲及び乙を除

く。以下「本割当対象株主」という。)に対して、その保有する乙の普通株式(会社法第785条に基づき株式買
取請求がなされた株式は、ここに含まれない。)に代わり、その保有する乙の普通株式の合計数に0.61を乗じ
た数の甲の普通株式を交付する。

　　２．甲は、本吸収合併に際して、本割当対象株主に対して、その保有する乙の普通株式１株につき、甲の普通株
　　　式0.61株の割合をもって甲の普通株式を割り当てる。
　　３．前項の規定に従って本割当対象株主のそれぞれに対して割り当てる甲の普通株式の数に、１株に満たない端
　　　数がある場合には、甲は、会社法第234条その他の関係法令の規定に基づき処理するものとする。

第３条（資本金及び準備金）
　　本吸収合併による資本金及び準備金の増加額は、以下のとおりとする。
　(1)資本金:　　　　 零円
　(2)資本準備金:　　 零円
　(3)利益準備金:　　 零円
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第４条（効力発生日等）
１．本吸収合併の効力発生日(以下｢本効力発生日｣という。)は、平成29年12月１日とする。ただし、本吸収合

併に係る手続上の必要性その他の事由により必要があると認められるときは、甲及び乙の協議により、これを
変更することができる。

２．本吸収合併は、①甲と甲の子会社である株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社、株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷ
ＯＲＫＳ及び株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳとの間でそれぞれ締結された平
成29年６月19日付「吸収分割契約書」に基づく各吸収分割の効力発生、②乙と乙の子会社である株式会社Ｕ
ＳＥＮ分割準備会社、株式会社ＵＳＥＮ　ＩＣＴ　Ｓｏｌｕｔｉｏｎｓ及び株式会社ＵＳＥＮ　Ｍｅｄｉａと
の間でそれぞれ締結された平成29年６月19日付「吸収分割契約書」に基づく各吸収分割の効力発生、並びに
③甲と甲の子会社である株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１との間で締結された平成29年６月19日付「合併契
約書」に基づく吸収合併の効力発生を条件として、効力を生じるものとする。

　　３．本吸収合併は、本吸収合併が効力を生ずる直前時において、本吸収合併が効力を生ずるのに必要な要件をす
　　　べて満たしていることを停止条件としてその効力を生ずるものとする。

第５条（合併承認決議）
　甲及び乙は、本効力発生日の前日までにそれぞれ株主総会を開催し(会社法第319条第１項に基づき、株主総会の
決議があったものとみなされる場合を含む。)、本契約の承認及び本吸収合併に必要な事項に関する決議を行うもの
とする。

第６条（契約の変更又は解除）
　　本契約締結後、本効力発生日までの間に、本吸収合併の実行に重大な支障となる事態又は著しく困難にする事態
　により、本吸収合併の条件を変更し、又は本契約を解除する必要性が生じたときは、甲及び乙の協議により、合併
　条件を変更し、又は本契約を解除することができる。
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第７条（協議事項）
　　本契約に定めのない事項及び本契約の各条項につき生じた疑義については、本契約の趣旨に従い、甲乙協議の上、
　これを定める。

（以下本頁余白）

　本契約締結の証として、本書１通を作成し、甲乙記名押印の上、甲が原本を保有し、乙はその写しを保有する。

平成29年６月19日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲　　株式会社U-NEXT

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都渋谷区神宮前三丁目35番２号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　宇野　康秀

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乙　　株式会社USEN
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都港区北青山三丁目１番２号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役社長　田村　公正
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３．会社法施行規則第191条各号に掲げる事項の内容の概要
(1) 会社法第749条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項

① 吸収合併②に際して交付する株式の数及びその割当に関する事項の相当性に関する事項
（ア）吸収合併②に係る割当の内容

当社は、吸収合併②に際して、吸収合併②の効力が生ずる時点の直前時におけるＵＳＥＮの株主に対し、
その保有するＵＳＥＮの普通株式１株当たり当社の普通株式0.61株を割当交付いたします。

当社
（吸収合併存続会社）

USEN
（吸収合併消滅会社）

吸収合併②に係る割当比率 1 0.61

（注1）吸収合併②により交付する当社の株式数（予定）：普通株式：43,572,011株
 

（注2）ＵＳＥＮが保有する自己株式及び吸収合併①に伴い当社が保有することとなるＵＳＥＮの普通株式（107,825,894
株）については、吸収合併②による株式の割当は行いません。

 

（注3）吸収合併②に伴い、当社の株式１株に満たない端数の割当を受けることとなるＵＳＥＮの株主の皆様に対しては、会社
法第234条その他関係法令の定めに従い、１株に満たない端数部分に応じた金額を現金でお支払いいたします。

（イ）吸収合併②に係る割当の内容の根拠等
(ａ) 割当の内容の根拠及び理由

当社及びＵＳＥＮは、吸収合併②における合併比率（以下「本合併比率」といいます。）の決定にあた
って公正性・妥当性を担保するため、当社は株式会社ＫＰＭＧ ＦＡＳ（以下「ＫＰＭＧ」といいます。）
を、また、ＵＳＥＮはＥＹトランザクション・アドバイザリー・サービス株式会社（以下「ＥＹ」とい
います。）を、合併比率の算定に関する別個に独立した第三者算定機関としてそれぞれ選定のうえ、そ
れぞれ吸収合併②の普通株式の合併比率の算定を依頼しました。当社及びＵＳＥＮは、それぞれ上記の
第三者算定機関から提出を受けた普通株式に関する合併比率の分析結果及び助言を慎重に検討し、本経
営統合の一環として行われる本公開買付け及び吸収合併②においてＵＳＥＮ株主が受ける経済的価値が
同等のものとなるようにする観点から、ＵＳＥＮの普通株式の評価については本公開買付価格（本公開
買付けにおけるＵＳＥＮ株式１株当たりの買付け等の価格をいいます。）と同一の価格としつつ、両社
の財務状況、業績動向、株価動向等も勘案し、これらを踏まえ両社間で真摯に交渉・協議を行いました。
その結果、両社は、本合併比率は妥当であり、それぞれの株主の利益に資するものであると
判断しました。

47



第
1
号
議
案

第
2
号
議
案

第
11
号
議
案

第
10
号
議
案

第
9
号
議
案

第
8
号
議
案

第
7
号
議
案

第
6
号
議
案

第
5
号
議
案

第
4
号
議
案

第
3
号
議
案

第
13
号
議
案

第
12
号
議
案

(ｂ) 算定に関する事項
(ⅰ) 算定機関の名称及び当事会社との関係

当社及びＵＳＥＮは、本合併比率の決定にあたって公正性・妥当性を担保するため、当社はＫＰＭＧ
を、また、ＵＳＥＮはＥＹを、合併比率の算定に関する別個に独立した第三者算定機関としてそれぞ
れ選定いたしました。なお、当社及びＵＳＥＮが選定したそれぞれの第三者算定機関は、吸収合併②
に関して記載すべき重要な利害関係を有しません。

(ⅱ) 算定の概要
ＫＰＭＧは、当社については、当社の普通株式が金融商品取引所に上場しており、市場株価が存在す
ることから市場株価平均法を、また、将来の事業活動の状況を評価に反映するため、ディスカウンテ
ッド・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）を採用して算定を行いました。ＵＳ
ＥＮについては、ＵＳＥＮの普通株式が金融商品取引所に上場しており、市場株価が存在することか
ら市場株価平均法を、また、将来の事業活動の状況を評価に反映するため、ＤＣＦ法を採用して算定
を行いました。
当社の普通株式１株当たりの株式価値を１とした場合の合併比率の算定結果は、以下のとおりです。

採用手法 合併比率の算定結果

市場株価平均法 0.47～0.64

DCF法 0.42～0.83

市場株価平均法においては、本公開買付けの公表日の前営業日である平成29年２月10日を算定基準日
として、東京証券取引所における算定基準日の終値、直近１ヶ月間、３ヶ月間及び６ヶ月間の終値平
均値を採用して算定しております。
ＤＣＦ法では、当社については、当社が作成した平成28年12月期第４四半期から平成32年12月期ま
での事業計画における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素等を考慮して、当社が平成
28年12月期第４四半期以降に創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で
現在価値に割り引いて当社の企業価値や株式価値を分析しております。なお、ＤＣＦ法による分析に
用いた当社の事業計画期間における業績については、平成28年12月期（当期純利益△1,062百万円）
から平成32年12月期（当期純利益1,157百万円）にかけて大幅な増益（2,219百万円）が見込まれて
いますが、これは主に、動画配信事業及びＭＶＮＯサービスの市場拡大に伴う増収を見込んでいるこ
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とによるものです。
他方、ＵＳＥＮについては、ＵＳＥＮが作成した平成29年８月期から平成36年８月期までの事業計画
における収益や投資計画、一般に公開された情報等の諸要素等を考慮して、ＵＳＥＮが平成29年８月
期以降に創出すると見込まれるフリー・キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引い
てＵＳＥＮの企業価値や株式価値を分析しております。ＤＣＦ法による分析に用いたＵＳＥＮの事業
計画期間における業績については、平成29年８月期（当期純利益5,948百万円）から平成36年８月期
（当期純利益5,832百万円）にかけて大幅な増減益は見込んでいません（△116百万円）。
なお、ＫＰＭＧがＤＣＦ法による算定にあたり前提とした当社及びＵＳＥＮの事業計画において、本
経営統合の実行により実現することが期待されるシナジー効果等については、現時点において具体的
に見積もることが困難であったため、当社及びＵＳＥＮの事業計画における財務予測には加味してお
りません。
ＫＰＭＧは、合併比率の算定に際して、両社から提供を受けた情報及び一般に公開された情報を原則
としてそのまま採用し、採用したそれらの資料及び情報等が、すべて正確かつ完全なものであること、
合併比率の算定に重大な影響を与える可能性がある事実でＫＰＭＧに対して未開示の事実はないこと
等を前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。両社及びその子
会社・関連会社の資産又は負債（偶発債務を含みます。）について、個別の各資産及び各負債の分析
及び評価を含め、独自の評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者機関への鑑定又は査定の依頼も
行っておりません。加えて算定において参照した当社及びＵＳＥＮの事業計画に関する情報について
は、当社及びＵＳＥＮの経営陣により現時点で得られる最善の予測と判断に基づき合理的に作成され
たことを前提としております。ＫＰＭＧの合併比率の算定は、平成29年２月10日現在までの情報及び
経済情勢を反映したものであります。
なお、当社はＫＰＭＧから普通株式の合併比率の公正性に関する意見（フェアネス・オピニオン）を
取得しておりません。

他方、ＥＹは、当社及びＵＳＥＮについて、両社の普通株式が金融商品取引所に上場しており、市場
株価が存在することから市場株価法を、また、将来の事業活動の状況を評価に反映するためＤＣＦ法
を、それぞれ採用して算定を行ったとのことです。
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当社の普通株式１株当たりの株式価値を１とした場合の各算定方法による算定結果は、以下のとおり
とのことです。

採用手法 合併比率の算定結果

市場株価法 0.402～0.862

DCF法 0.507～0.959

なお、市場株価法については、平成29年２月10日を評価基準日とし、一時的な株価変動等の影響をで
きるだけ排除しつつ可能な限り最新の情報が反映された株価を採用するために、当社については平成
28年12月期第３四半期決算短信の発表を行った翌営業日の平成28年11月15日から、ＵＳＥＮについ
ては平成28年８月期決算の業績報道後の平成28年10月７日から、評価基準日までをそれぞれ採用期
間とするとともに当該採用期間における株価の終値から算定を行い、それらの結果を基に合併比率の
レンジを0.402から0.862として算定しているとのことです。
ＤＣＦ法では、当社について、当社が作成した平成28年12月期から平成32年12月期の財務予測に基
づくキャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引くことによって株式価値を評価してい
るとのことです。割引率は7.4％から9.2％を採用しており、継続価値の算定にあたっては永久成長率
法を採用し、永久成長率は1.0％を採用しているとのことです。
一方、ＵＳＥＮについて、ＵＳＥＮが作成した平成29年８月期から平成36年８月期の財務予測に基づ
くキャッシュ・フローを一定の割引率で現在価値に割り引くことによって株式価値を評価していると
のことです。その他事業の一部を除き割引率は5.5％から6.7％を採用しており、継続価値の算定にあ
たっては、永久成長率法を採用し、永久成長率は1.0％を採用しているとのことです。
それらの結果を基に合併比率のレンジを0.507から0.959として算定しているとのことです。
ＥＹは、合併比率の算定に際して、両社から提供を受けた情報及び一般に公開された情報を原則とし
てそのまま採用し、採用したそれらの資料及び情報等が、すべて正確かつ完全なものであること、合
併比率の算定に重大な影響を与える可能性がある事実でＥＹに対して未開示の事実はないこと等を前
提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っていないとのことです。また、両社及
びその関係会社の資産又は負債（偶発債務を含みます。）について、個別の各資産及び各負債の分析
及び評価を含め、独自の評価、鑑定又は査定を行っておらず、第三者機関への鑑定又は査定の依頼も
行っていないとのことです。ＥＹの合併比率の算定は平成29年２月10日現在までの情報及び経済条
件を反映したものであり、両社の財務予測については、両社の経営陣により現時点で得られる最善の
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予測と判断に基づき、合理的に検討又は作成されたことを前提としているとのことです。
なお、ＥＹがＤＣＦ法による算定の前提とした当社の財務予測における当期純利益が、平成28年12月
期△1,062百万円、平成29年12月期233百万円、平成30年12月期630百万円、平成31年12月期909
百万円、平成32年12月期1,157百万円となっており、平成28年12月期から平成32年12月期にかけ
て2,219百万円の大幅な増益が見込まれておりますが、これは主に、動画配信事業及びＭＶＮＯサー
ビスの市場拡大に伴う増収を見込んでいることによるとのことです。また、ＥＹがＤＣＦ法による算
定の前提としたＵＳＥＮの財務予測における当期純利益が、平成29年８月期5,948百万円、平成30年
８月期5,636百万円、平成31年８月期5,898百万円、平成32年８月期6,197百万円、平成33年８月期
5,929百万円、平成34年８月期6,114百万円、平成35年８月期6,005百万円、平成36年８月期5,832
百万円となっており、平成29年８月期から平成36年８月期にかけて大幅な増減益は見込んでいないと
のことです。

(ｃ) 公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置
当社及びＵＳＥＮは、吸収合併②を含む本経営統合の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避
するための措置等として、以下に述べる措置を講じております。

(ⅰ) 第三者委員会の設置
当社は、ＵＳＥＮ、当社及びＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１から独立した、第三者委員会を設置し、当該第
三者委員会より、本経営統合は当社の少数株主にとって不利益なものではないと思料される旨の答申
書を取得しています。
ＵＳＥＮは、ＵＳＥＮ、当社及びＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１から独立した第三者委員会を設置し、当該
第三者委員会より、本経営統合はＵＳＥＮの少数株主にとって不利益なものではないと思料され、Ｕ
ＳＥＮの取締役会が本公開買付けに賛同意見を表明し、ＵＳＥＮの株主に本公開買付けへの応募を推
奨することも相当である旨の答申書を取得しています。
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(ⅱ) 算定書の取得
当社及びＵＳＥＮは、それぞれ別個に独立した第三者算定機関であるＫＰＭＧ及びＥＹに吸収合併②
の普通株式の合併比率の算定を依頼しました。当社は、ＫＰＭＧによる合併比率の算定結果に加え、
当社において実施したＵＳＥＮに対するデュー・ディリジェンス、当社の普通株式及びＵＳＥＮの普
通株式の直近における市場株価の動向等を総合的に勘案し、かつ、ＵＳＥＮとの協議・交渉の結果等
も踏まえ、本合併比率は妥当であり、それぞれの株主の利益に資するものであると判断しております。
なお、当社及びＵＳＥＮは、いずれも、各第三者算定機関から普通株式の合併比率の公正性に関する
評価（フェアネス・オピニオン）を取得しておりません。

(ⅲ) 独立した法律事務所からの助言
吸収合併②を含む本経営統合に関する法務アドバイザーとして、当社はシティユーワ法律事務所を、
またＵＳＥＮは西村あさひ法律事務所を選任し、それぞれ吸収合併②を含む本経営統合に関する諸手
続並びに取締役会の意思決定の方法及び過程について、法的な観点から助言を受けております。なお、
シティユーワ法律事務所及び西村あさひ法律事務所は、いずれも当社及びＵＳＥＮとの間で重要な利
害関係を有していません。

(ⅳ) 利害関係を有しない取締役全員の承認及び監査役全員の異議がない旨の意見
当社は、平成29年２月13日開催の取締役会において、ＵＳＥＮの取締役である宇野氏を除くすべての
取締役の全員一致で、本基本合意書を締結する旨を決議しております。宇野氏は、ＵＳＥＮの取締役
会長及び主要株主である筆頭株主であり、本基本合意書の締結に関して当社と利益が相反するおそれ
があることから、利益相反を回避する観点から、当社の上記取締役会における本基本合意書締結に関
する議題の審議及び決議には一切参加しておらず、当社の立場においてＵＳＥＮとの協議及び交渉に
一切参加しておりません。また、当該取締役会には、当社の社外監査役を含むすべての監査役が出席
し、そのすべての監査役が、本基本合意書を締結する旨の決議を行うことについて異議がない旨の意
見を述べております。
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一方、ＵＳＥＮの取締役のうち、宇野氏は、当社の代表取締役を兼務しており、本基本合意書の締結
は会社法上の利益相反取引（会社法第356条第１項第２号、第365条第１項）に該当することから、
当該利益相反取引については、ＵＳＥＮの取締役会の承認を得ているとのことです。以上の事情を踏
まえ、宇野氏は、特別利害関係人として、平成29年２月13日に開催されたＵＳＥＮの取締役会におけ
る本基本合意書の締結に関する議題の審議及び決議には参加していないとのことです。ＵＳＥＮの取
締役会における本基本合意書の締結に関する議案は、宇野氏を除くすべての取締役の全員一致で承認
可決されているとのことです。また、当該取締役会には、ＵＳＥＮの社外監査役を含むすべての監査
役が出席し、そのすべての監査役が、本基本合意書を締結する旨の決議を行うことについて異議がな
い旨の意見を述べているとのことです。

② 吸収合併存続株式会社の資本金及び準備金の額に関する事項の相当性に関する事項
　　　吸収合併②により増加する当社の資本金及び準備金の額は以下のとおりであります。
　　　資本金の額：　　　　０円
　　　資本準備金の額：　　０円
　　　利益準備金の額：　　０円
　　　これらの資本金及び準備金の額は吸収合併②後の当社の機動的かつ柔軟な資本政策を実現する見地から、会社
　　　計算規則に基づき決定したものであり、相当であると判断しております。

(2) 会社法第749条第１項第４号及び第５号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項
該当事項はありません。

(3) 吸収合併消滅会社についての次に掲げる事項
① 最終事業年度に係る計算書類等の内容

「（株主総会参考書類別冊）株式会社ＵＳＥＮの最終事業年度に係る計算書類等の内容」に記載のとおりです。
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② 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を
与える事象

　　 （ア）公開買付けの結果について
Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１は、平成29年２月14日から平成29年３月28日までＵＳＥＮ株式を対象とする
本公開買付けを行い、その結果、平成29年４月４日の決済開始日をもって、ＵＳＥＮ株式107,825,894
株（ＵＳＥＮの総株主の議決権の数に対する議決権保有割合：52.33％）を保有するに至りました。

　　 （イ）株式併合について
　　　　　 本公開買付けの結果を踏まえ、ＵＳＥＮは、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１、宇野氏及び光通信がＵＳＥＮ株
　　　　　 式のすべて（ＵＳＥＮが所有する自己株式を除きます。）を所有することになるよう一連の手続を実施
　　　　　 することといたしました。当該手続の一環として、ＵＳＥＮは、ＵＳＥＮの株主総会においてＵＳＥＮ
　　　　　 の株主の皆様のご承認をいただくことを条件として、平成29年８月16日を効力発生日として、以下の内
　　　　　 容の株式併合を実施いたします。
　　　　　 （ａ）併合の割合
　　　　　　　　 ＵＳＥＮ株式29,435,112株を１株に併合いたします。
　　　　　 （ｂ）株式併合がその効力を生ずる日（効力発生日）
　　　　　　　　 平成29年８月16日
　　　　　 （ｃ）効力発生日における発行可能株式総数
　　　　　　　　 18株
　　 （ウ）吸収分割契約の締結について

ＵＳＥＮは、平成29年６月19日付で、平成29年12月１日を効力発生日とする、①ＵＳＥＮを吸収分割
会社、株式会社ＵＳＥＮ分割準備会社を吸収分割承継会社として、ＵＳＥＮの音楽配信事業及びエネル
ギー事業を株式会社ＵＳＥＮ分割準備会社に承継させる吸収分割、②ＵＳＥＮを吸収分割会社、株式会社
ＵＳＥＮ　ＩＣＴ　Ｓｏｌｕｔｉｏｎｓを吸収分割承継会社として、ＵＳＥＮのＩＣＴ事業を株式会社Ｕ
ＳＥＮ　ＩＣＴ　Ｓｏｌｕｔｉｏｎｓに承継させる吸収分割、及び③ＵＳＥＮを吸収分割会社、株式会社
ＵＳＥＮ　Ｍｅｄｉａを吸収分割承継会社として、ＵＳＥＮの集客支援事業を株式会社ＵＳＥＮ　Ｍｅｄ
ｉａに承継させる吸収分割に係る吸収分割契約をそれぞれ締結いたしました。
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(4) 当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に
重要な影響を与える事象

① 連結子会社（Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１）によるＵＳＥＮ株式に対する公開買付け及び経営統合に関する基本合
意書締結の件
当社及び当社の連結子会社であるＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１は、平成29年２月13日、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１
が、ＵＳＥＮが所有する自己株式及び不応募対象株式を除くＵＳＥＮ株式のすべてを金融商品取引法に基づく
公開買付けにより取得し、ＵＳＥＮ株式を非公開化したうえで、その後の一連の組織再編を通じて、当社とＵ
ＳＥＮとの経営統合を実施することを決定いたしました。
なお、本公開買付けは、平成29年３月28日をもって終了し、ＵＳＥＮ株式107,825,794株を取得することと
なりました。その結果、本公開買付けの決済開始日である平成29年４月４日をもって、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ
１が所有するＵＳＥＮ株式は、107,825,894株（所有割合52.33％）となっております。

② 資金の借入の件
（ア）借入の理由

当社の連結子会社であるＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１が、ＵＳＥＮ株式を本公開買付けにより取得することと
なり、その取得資金、及びＵＳＥＮの既存の借入のリファイナンスに充当するためにＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰ
Ｃ１がシンジケートローンによる資金の新規借入を行いました。

（イ）シンジケートローン契約の概要
(ａ) 組成総額 945億円

タームローン金額 800億円
ブリッジローン金額 95億円
コミットメントライン貸付 限度額50億円

(ｂ) 契約日 平成29年３月29日
(ｃ) 担保の有無 有（Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１が取得するＵＳＥＮ株式等）
(ｄ) 適用利率 全銀協日本円ＴＩＢＯＲに基づく変動金利
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(ｅ) アレンジャー兼エージェント 株式会社みずほ銀行
(ｆ) シンジケート団 株式会社みずほ銀行を含む全９行
(ｇ) 借入満期日 平成36年３月31日
(ｈ) 財務制限条項

イ．平成29年12月期の次の決算期末以降（当該決算期を含む。）の各決算期末における借入人を頂点とす
る連結ベースの経常利益を赤字となる状態を生じさせないこと。

ロ．平成29年12月期の次の決算期末以降（当該決算期を含む。）の各決算期末における借入人を頂点とす
る連結貸借対照表上の純資産の部の合計金額を、直前の各決算期末における借入人を頂点とする連結貸
借対照表上の純資産の部の合計金額の80％以上かつ50億円以上に維持すること。

ハ．平成30年２月期以降（平成30年２月期を含む。）の各中間期末及び平成30年８月期以降（平成30年
８月期を含む。）の決算期末（いずれも直近12ヶ月）における簡易連結（※１）ベースのグロス・レ
バレッジ・レシオ（※２）を、各中間期末及び決算期末に4.16～6.10以下に維持すること。

ニ．平成31年２月期以降（平成31年２月期を含む。）の各中間期末及び平成30年８月期以降（平成30年
８月期を含む。）の決算期末（いずれも直近12ヶ月）における簡易連結（※１）ベースのデット・サ
ービス・カバレッジ・レシオ（※３）を1.05以上に維持すること。

（※１）簡易連結：借入人を頂点とするＵＳＥＮ（ＵＳＥＮの子会社含む。）との連結
（※２）グロス・レバレッジ・レシオ：有利子負債／ＥＢＩＴＤＡ
（※３）デット・サービス・カバレッジ・レシオ：フリー・キャッシュフロー（金利支払前）／（有利子
　　　　負債に係る約定弁済額＋支払利息＋割引料＋コミットメントフィー）

　有利子負債に係る約定弁済額については、平成29年９月の約定弁済額のうちの1,675百万円につ
いては、平成29年８月末以前に弁済がなされたものとみなしてデット・サービス・カバレッジ・レ
シオを計算する。
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③ 株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社との吸収分割契約締結の件
当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社である株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割
準備会社との間で、当社を吸収分割会社、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社を吸収分割承継会社とし、当社
が営むコンテンツプラットフォーム事業並びにコミュニケーションネットワーク事業におけるＭＶＮＯサービ
ス事業及び固定ブロードバンド回線サービス事業に関する権利義務を、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴ分割準備会社に
承継させる吸収分割に関する吸収分割契約①を締結いたしました。

④ 株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳとの吸収分割契約締結の件
当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社である株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴ
ＷＯＲＫＳとの間で、当社を吸収分割会社、株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳを吸収分割承継会社とし、
当社が営むコミュニケーションネットワーク事業におけるインターネット回線販売代理店サービス事業に関す
る権利義務を、株式会社ＵＳＥＮ　ＮＥＴＷＯＲＫＳに承継させる吸収分割に関する吸収分割契約②を締結い
たしました。

⑤ 株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳとの吸収分割契約締結の件
当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社である株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸ
Ｔ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳとの間で、当社を吸収分割会社、株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶ
ＩＮＧ　ＰＡＲＴＮＥＲＳを吸収分割承継会社とし、当社が営むコミュニケーションネットワーク事業におけ
る不動産企業向けサービス事業に関する権利義務を、株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＬＩＶＩＮＧ　ＰＡＲＴ
ＮＥＲＳに承継させる吸収分割に関する吸収分割契約③を締結いたしました。

⑥ Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１との吸収合併契約締結の件
当社は、本経営統合の一環として、平成29年６月19日、当社の完全子会社であるＵ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１と
の間で、当社を吸収合併存続会社、Ｕ－ＮＥＸＴ　ＳＰＣ１を吸収合併消滅会社とする吸収合併に関する吸収
合併契約①を締結いたしました。
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第6号議案 定款変更（１）の件

１．提案の理由
　経営基盤の柔軟性確保及び安定化に向けて、現行の当社定款に以下の項目を追加するものであります。

① 機動的な資本政策を可能にするため、発行可能株式総数を増加します。
② 経営体制及び監査体制の強化及び充実の観点から、取締役及び監査役の員数を変更します。
③ 現行定款第30条（取締役の責任免除）及び第40条（監査役の責任免除）について、それぞれ取締役及び監査

役が期待される役割を十分に発揮できるようにすることを目的として、取締役会の決議によって法令の定める
範囲内で責任を免除することができるようにするとともに、責任限定契約を締結できる範囲を拡充するため、
取締役の責任免除及び監査役の責任免除に関する変更を行います。
なお、第30条の変更につきましては、各監査役の同意を得ております。

２．変更の内容
　変更の内容は以下のとおりです。なお、本議案に係る定款変更は、本議案が原案どおり承認可決された時点をも
って、その効力が生じるものといたします。

（下線を付した部分は変更箇所を示します。）

現行定款 変更案

第2章　株式 第2章　株式

(発行可能株式総数) (発行可能株式総数)
第6条　　当会社の発行可能株式総数は、65,702,400株と

する。
第6条　　当会社の発行可能株式総数は、98,000,000株と

する。

第4章　取締役及び取締役会 第4章　取締役及び取締役会

(取締役の員数) (取締役の員数)
第21条　当会社の取締役は7名以内とする。 第21条　当会社の取締役は3名以上とする。
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現行定款 変更案

第4章　取締役及び取締役会 第4章　取締役及び取締役会

(取締役の責任免除) (取締役の責任免除)
第30条　　　　　　　　（　新　設　） 第30条　当会社は、会社法第426条第1項の規定により、

任務を怠ったことによる取締役（取締役であった
者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度にお
いて、取締役会の決議によって免除することがで
きる。

当会社は、会社法第427条第1項の規定により、
社外取締役との間に、同法第423条第1項の賠償
責任を限定する契約を締結することができる。
ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、法令が規定する額とする。

2　当会社は、会社法第427条第1項の規定により、
取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）
との間に、同法第423条第1項の賠償責任を限定
する契約を締結することができる。ただし、当該
契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規
定する額とする。

第31条　当会社の監査役は4名以内とする。 第31条　当会社の監査役は3名以上とする。

第5章　監査役及び監査役会 第5章　監査役及び監査役会

(監査役の責任免除) (監査役の責任免除)
第40条　　　　　　　　（　新　設　） 第40条　当会社は、会社法第426条第1項の規定により、

任務を怠ったことによる監査役（監査役であった
者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度にお
いて、取締役会の決議によって免除することがで
きる。

当会社は、会社法第427条第1項の規定により、
社外監査役との間に、同法第423条第1項の賠償
責任を限定する契約を締結することができる。
ただし、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、法令が規定する額とする。

2　当会社は、会社法第427条第1項の規定により、
監査役との間に、同法第423条第1項の賠償責任
を限定する契約を締結することができる。ただ
し、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
法令が規定する額とする。
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第7号議案 定款変更（２）の件

１．提案の理由
　第１号議案から第５号議案までの各議案のご承認をいただくことを前提として、平成29年12月１日に予定してお
ります本経営統合に伴い、以下の項目を追加するものであります。

① 本経営統合によって、当社は、平成29年12月１日（予定）をもって純粋持株会社となる予定です。これに伴
い、当社の商号及び事業目的を変更します。

② 本経営統合に伴い、本店の所在地を変更します。
③ 当社の事業年度は、毎年１月１日から同年12月31日までとしていますが、ＵＳＥＮと本経営統合を行うこと

を踏まえ、効率的な業務執行を行うため、事業年度を毎年９月１日から翌年８月31日までに変更することと
し、これに伴う所要の変更を行います。

２．変更の内容
　変更の内容は以下のとおりです。なお、本議案に係る定款変更は、第１号議案から第５号議案までの各議案が原
案どおり承認可決されること、並びに、吸収分割①、吸収分割②、吸収分割③、吸収合併①及び吸収合併②の効力
が生じることを条件として、吸収分割①、吸収分割②、吸収分割③、吸収合併①及び吸収合併②の効力発生日（平
成29年12月１日（予定））をもって、その効力が生じるものといたします。

（下線を付した部分は変更箇所を示します。）

第6号議案による変更後の定款 変更案

第1章　総則 第1章　総則

(商号) (商号)
第1条　　当会社は、株式会社Ｕ－ＮＥＸＴと称し、英文で

はＵ－ＮＥＸＴ　Ｃo．，Ｌｔｄ．と表示する。
第1条　　当会社は、株式会社ＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ　ＨＯＬ

ＤＩＮＧＳと称し、英文ではＵＳＥＮ－ＮＥＸＴ
　ＨＯＬＤＩＮＧＳ　Ｃｏ．，Ｌｔｄ．と表示す
る。
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第6号議案による変更後の定款 変更案

(目的) (目的)
第2条　　当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 第2条　　当会社は、次の各号に掲げる事業を営む会社（外

国会社を含む。）、組合（外国における組合に相
当するものを含む。）その他これに準ずる事業体
の株式又は持分を所有することにより、当該会社
等の事業活動を支配又は管理することを目的と
する。

（1）～（8）（条文省略） （1）～（8）（現行どおり）
（9）販売促進に関する指導、経営コンサルト業務 　(9)　販売促進に関する指導、経営コンサルティング業

務
（10）～（17）（条文省略） （10）～（17）（現行どおり）
（18）情報提供サービス業 （削除）
（19）～（39）（条文省略） （18）～（38）（現行どおり）
（40）電気通信役務利用放送事業 （39）放送法に基づく一般放送事業
（41）～（42）（条文省略） （40）～（41）（現行どおり）
（43）上記各号に附帯関連する一切の業務 （42）カラオケ機材の開発、設計、製造、販売、保守並

びに賃貸
（43）カラオケルーム、飲食店、レンタルビデオ店、コ

ンビニエンスストア、音楽スタジオ、スポーツ施
設、遊戯場の経営

（44）土木工事業
（45）建築工事業
（46）電気工事業
（47）レコード、コンパクトディスク、ビデオテープ等

の原盤の企画、制作
（48）タレントの育成、マネジメント及びプロモート業

務
（49）金融業
（50）求人・求職・雇用・労働市場・職業問題に関する

市場調査、資料作成、並びに情報提供業務
（51）会社案内・入社案内・採用広報・ダイレクトメー

ル等印刷物の企画・制作並びに発送代行業務
（52）人材採用活動に関するコンサルティング業務
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第6号議案による変更後の定款 変更案

（53）要員派遣等ソフトウエア技術支援業務
（54）コンピュータによる勤務シフト表の作成、運用管

理の代行または請負業務
（55）有料職業紹介事業
（56）システム開発、プログラミング、機械設計等の請

負業務
（57）パソコン、英会話等のスクール運営業務
　(58)　人事評価・教育研修に関するコンサルティング業

務
（59）一般企業の人材の適正配置、能力開発、育成・指

導に関する各種診断、講習、セミナー等の企画及
び実施業務

（60）一般企業の人事・労務・経理・経営管理、福利厚
生に関する業務の代行並びにコンサルティング
業務

　(61)　インターネットのホームページの企画及び制作
業務

（62）棚卸作業、一般事務処理等の軽作業請負業務
　(63)　人材採用活動、能力開発及び教育研修の代行また

は業務請負
　(64)　就職、再就職支援に関する教育研修及びコンサル

ティング業務
（65）求人情報、広告掲載、広告の提供及び販売業務
（66）ファッションデザイナー・パタンナー・プレスス

タッフ等のマネジメント業務
（67）ファッションビジネスに関する教育研修業務
　(68)　民間団体が主催するコンピュータに関する各種

認定試験及び資格試験の実施、運営業務
　(69)　自動車の共同利用会員サービス運営及び管理業

務
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第6号議案による変更後の定款 変更案

（70）下記製造業に関する製造の請負並びに受託業務
①　家庭用電気機械器具、厨房用電気機械、農業用機

械、事務用機械、冷凍機、各種自動販売機、医療
用機械器具、火災・救急・防犯通報装置、船舶・
航空機・鉄道車両・自動車・自転車及びこれらの
部品、自動車電装品、内燃機関、動力伝動装置、
工作機械部品、産業用運搬機械、眼鏡、光学機械
器具・レンズ、産業用ロボット、コンピュータ、
ワープロ、ゲーム等の文字画像表示装置用の液
晶、電子部品、半導体、通信機器、プリント基
板、ベアリング等電気・輸送・精密機械

②　冷凍食品、レトルト食品、パン・菓子、惣菜、ハ
ム・ソーセージ、畜産食料品、豆腐、油揚、めん
類等食料品

③　塩、ソース、味噌、化学調味料、植物油脂、動物
油脂等調味料

④　酒類、アルカリイオン水、清涼飲料水等飲料
⑤　有機質肥料、配合飼料等飼料
⑥　アパレル製品、衣料雑貨品、毛皮製衣服、寝具等

繊維製品
⑦　合板、床板、木製工芸品等木材・木製品
⑧　プレハブハウス、ログハウス、家具、カーテン、

敷物、建具
⑨　ダンボール、再生紙、感熱紙、すき和紙、壁紙・

ふすま紙、紙器その他包装用品、紙製容器、セロ
ファン等パルプ、紙、紙加工品

⑩　医薬品、医療衛生用品、化粧品、合成ゴム、プラ
スチック、セラミックス製品、農業薬品、化学肥
料、化学繊維等化学工業品

⑪　医療・衛生用ゴム製品、工業用ゴム製品等ゴム製
品

⑫　かばん、馬具、工業用革製品等皮革製品
⑬　板ガラス、衛生陶器、ガラス繊維、陶磁器、ガラ

ス容器、鋳形、建設用粘土製品等土石製品
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第6号議案による変更後の定款 変更案

⑭　製綱圧延、表面処理鋼材、鍛鋼、鍛工品、亜鉛メ
ッキ鉄板、鋼管、鋼材、銑鉄・合金鉄等鉄鋼

⑮　核燃料、電線・ケーブル、チタン等非鉄金属
⑯　アルミニウム・アルミニウム合金プレス製品、家

庭用ガス機器・石油機器、建設用・建築用金属製
品、リード線等金属製品

⑰　浄水器・アルカリイオン水製造機器・空気清浄
器、電気音響機械器具、電気照明器具、電気通信
機械器具、電源供給装置、電子情報伝達機器、動
力電動装置、配線器具・配線付属品、発電機・電
動機・美容健康器具、変圧器類、ボイラー、ミシ
ン、遊戯機、運動競技用具、ラジオ受信機・テレ
ビジョン受信機、リハビリテーション機器、鉛
筆・ボールペン・万年筆、看板・標識、貴金属製
品、喫煙用具、美術工芸品等各種物品

（71）旅行業法に基づく旅行業及び旅行業者代理業
（72）旅館業
（73）酒類販売業
　(74)　煙草、切手、食料品、飲料水、化粧品、日用雑貨

品その他物品の販売
（75）産業廃棄物処理業
（76）上記各号に附帯関連する一切の業務

(本店の所在地) (本店の所在地)
第3条　　当会社は、本店を東京都渋谷区に置く。 第3条　　当会社は、本店を東京都港区に置く。

第3章　株主総会 第3章　株主総会

(定時株主総会の基準日) (定時株主総会の基準日)
第15条　当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、毎年

12月31日とする。
第15条　当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、毎年

8月31日とする。

第6章　計算 第6章　計算

(事業年度) (事業年度)
第41条　当会社の事業年度は、毎年1月1日から同年12月

31日までの年1期とする。
第41条　当会社の事業年度は、毎年9月1日から翌年8月

31日までの年1期とする。
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第6号議案による変更後の定款 変更案

(剰余金の配当) (剰余金の配当)
第42条　当会社の期末剰余金配当の基準日は、毎年12月

31日とする。
第42条　当会社の期末剰余金配当の基準日は、毎年8月31

日とする。
2　前項のほか、基準日を定めて剰余金の配当を行う

ことができる。
2　前項のほか、基準日を定めて剰余金の配当を行う

ことができる。
(中間配当) (中間配当)
第43条　当会社は、取締役会の決議によって、毎年6月30

日を基準日として中間配当をすることができ
る。

第43条　当会社は、取締役会の決議によって、毎年2月末
日を基準日として中間配当をすることができ
る。

(　新　設　) 附則

(第10期事業年度の定時株主総会の基準日)
第1条　　第15条の規定にかかわらず、第10期事業年度の

当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、平成
29年12月31日とする。

(第10期事業年度の期間)
第2条　　第41条の規定にかかわらず、第10期事業年度

は、平成29年1月1日から平成29年12月31日ま
での年1期とする。

　 (第10期事業年度の剰余金の配当)
第3条　　第42条第1項の規定にかかわらず、当会社の期末

剰余金配当の基準日は、12月31日とする。
　 (第10期事業年度の中間配当の基準日)

第4条　　第43条の規定にかかわらず、第10期事業年度の
中間配当の基準日は平成29年6月30日とする。

(第11期事業年度の期間)
第5条　　第41条の規定にかかわらず、第11期事業年度

は、平成30年1月1日から平成30年8月31日まで
の8ヶ月間とする。

(第11期事業年度の中間配当の基準日)
第6条　　第43条の規定にかかわらず、第11期事業年度の

中間配当の基準日は平成30年6月30日とする。
(附則の有効期限)
第7条　　本附則第1条ないし本条は、平成30年8月31日ま

で有効とし、同日の経過をもって削除する。
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第8号議案 取締役５名選任の件

　第１号議案から第５号議案までの各議案のご承認をいただくことを前提として、平成29年12月１日に予定してお
りますＵＳＥＮとの本経営統合に伴い、新たに就任することとなる取締役の選任をいたしたく、取締役５名の選任を
お願いしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
　なお、各候補者の選任の効力は、本議案が原案どおり承認可決された時点をもって生じるものといたします。

候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

１
新 任

ま ぶ ち

馬淵　
しょうへい

将平
（昭和47年11月４日）

平成
平成

７
19

年
年

４
１

月
月

㈱日本興業銀行（現㈱みずほ銀行）入行
ゴールドマン・サックス証券㈱入社　投資銀行部門資本市場
本部ヴァイス・プレジデント

－株

平成21年 ４ 月 ㈱ＵＳＥＮ入社　常務執行役員ＣＦＯ
平成22年11月 ㈱ＵＳＥＮ　取締役常務執行役員ＣＦＯ

平成
平成
平成

平成

23
23
25

25

年
年
年

年

３
11
11

12

月
月
月

月

㈱アルメックス　取締役
㈱ＵＳＥＮ　取締役常務執行役員ＣＦＯ、経営企画室長
㈱ＵＳＥＮ　取締役副社長執行役員ＣＦＯ、経営企画室長
㈱ＵＳＥＮ　取締役副社長執行役員ＣＦＯ、経営企画室長
㈱アルメックス　代表取締役社長（現任）
㈱ＵＳＥＮ　取締役副社長執行役員ＣＦＯ（現任）

［選任理由］
馬淵将平氏は、国内及び国外の大手金融機関勤務を通じて金融全般に対する幅広い見識を有しており、平成21年４月に㈱ＵＳＥＮへ入社した後は
最高財務責任者を務められております。また、平成25年11月からは同社の中核子会社である㈱アルメックスの代表取締役を務めるなど経営に関
する幅広い経験も有しているため、本経営統合後においてグループ経営を遂行していく中で必要となる意思決定に重要な役割を果たしていただけ
るものと判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

２
新 任

た む ら

田村　
き み ま さ

公正
（昭和46年６月20日）

平成
平成

６
16

年
年

３
９

月
月

㈱ＵＳＥＮ入社
㈱ＵＳＥＮ　東東京支社長

－株

平成21年 ４ 月 ㈱ＵＳＥＮ　営業本部長
平成22年 ３ 月 ㈱ＵＳＥＮ　常務執行役員、営業本部長兼集客支援事業部長
平成

平成

平成

平成
平成
平成

23

24

25

25
26
28

年

年

年

年
年
年

11

12

11

12
９
４

月

月

月

月
月
月

㈱ＵＳＥＮ　副社長執行役員（営業本部・企業法人本部・Ｉ
ＣＴ事業本部・放送企画本部管掌）、集客支援事業部長
㈱ＵＳＥＮ　副社長執行役員（営業本部・企業法人本部・Ｉ
ＣＴ事業本部・放送企画本部・集客支援事業部管掌）
㈱ＵＳＥＮ　代表取締役社長
㈱Ｕ'ｓＡＤ（現㈱ＵＳＥＮテクノサービス）　代表取締役
（現任）
㈱ＵＳＥＮ　代表取締役社長、コーポレート本部長
㈱ＵＳＥＮ　代表取締役社長
㈱ＵＳＥＮ　代表取締役社長、コーポレート統括部長（現任）

［選任理由］
田村公正氏は、㈱ＵＳＥＮの各事業部門長を歴任され、平成25年11月からは同社の代表取締役社長を務められていることから、同社の事業全般
に対する深い見識と上場企業の最高責任者として経営に関する幅広い経験を有しております。従いまして、本経営統合後においてグループ経営を
遂行していく中で必要となる意思決定に重要な役割を果たしていただけるものと判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

３
新 任

お お た

大田　
や す ひ こ

安彦
（昭和43年９月12日）

平成
平成

４
16

年
年

３
９

月
月

㈱ＵＳＥＮ入社
㈱ＵＳＥＮ　南東京支社長

－株

平成20年 ４ 月 ㈱Ｕ'ｓＡＤ（現㈱ＵＳＥＮテクノサービス）　代表取締役
平成21年 ９ 月 ㈱ＵＳＥＮ　ビジネスインテグレーション事業部長
平成
平成

平成

平成

平成

平成

平成

23
24

25

26

26

27

28

年
年

年

年

年

年

年

３
11

11

３

９

６

９

月
月

月

月

月

月

月

㈱ＵＳＥＮ　執行役員、企業法人本部長
㈱ＵＳＥＮ　常務執行役員（中国事業推進室管掌）、企業法
人本部長
㈱ＵＳＥＮ　取締役常務執行役員（中国事業推進室、放送企
画本部管掌）、企業法人本部長
㈱ＵＳＥＮ　取締役常務執行役員（中国事業推進室管掌）、
企業法人本部長兼コンテンツプロデュース統括部長
㈱ＵＳＥＮ　取締役常務執行役員（営業本部、企業法人本部、
コンテンツプロデュース統括部、海外事業推進部管掌）
㈱ＵＳＥＮ　取締役常務執行役員（地区営業統括部、法人営
業統括部、コンテンツプロデュース統括部、海外事業推進部
管掌）、事業推進統括部長
㈱ＵＳＥＮ　取締役常務執行役員（法人営業統括部、事業推
進統括部、コンテンツプロデュース統括部、海外事業推進部
管掌）、地区営業統括部長（現任）

［選任理由］
大田安彦氏は、㈱ＵＳＥＮの基幹事業である放送事業に係る各部門長を歴任され、同社の企業価値の維持向上において中心的な役割を果たされて
きました。また、平成25年11月からは同社の取締役常務執行役員として海外事業の推進も担い、新規事業領域の拡大や立ち上げ及び経営に関す
る幅広い経験を有しております。従いまして、本経営統合後においてグループ経営を遂行していく中で必要となる意思決定に重要な役割を果たし
ていただけるものと判断し、取締役候補者といたしました。
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候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

４
新 任

さ と う

佐藤　
あ き お

明夫
（昭和41年２月４日）

平成
平成
平成

９
15
20

年
年
年

４
３
３

月
月
月

弁護士登録（第二東京弁護士会）
佐藤総合法律事務所開設（現職）
㈱ポーラ・オルビスホールディングス　社外監査役（現任）

－株
平成20年12月 ＧＭＯペイメントゲートウェイ㈱　社外取締役（現任）
平成24年 ４ 月 慶應義塾大学ビジネス・スクール非常勤講師（現任）
平成
平成
平成

26
27
28

年
年
年

10
６
６

月
月
月

㈱東京ＴＹフィナンシャルグループ　社外取締役
㈱きらやか銀行　社外取締役（現任）
あおぞら信託銀行㈱　社外取締役（現任）

［選任理由］
取締役候補者佐藤明夫氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者となります。同氏を社外取締役候補者とした理由は、
弁護士として培われた専門的知識に加え、他事業会社の社外役員を歴任されていることから、経営全般に対する有益な助言と業務執行に対する監
督機能という職務を適切に遂行していただけるものと判断したためであります。
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候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、当社における地位及び担当

（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

５
新 任

い ぐ し

伊串　
く み こ

久美子
（昭和43年９月３日）

平成

平成

12

15

年

年

10

１

月

月

デロイト・トーマツ・コンサルティング㈱　テレコム＆メデ
ィア事業部マネジャー
日本ヒューレット・パッカード㈱　戦略企画部門マネジャー

－株

平成15年 ９ 月 日本ヒューレット・パッカード㈱　経営企画室渉外部部長兼
日本代表ロビイスト

平成18年 ６ 月 エーオン・ホールディングス・ジャパン㈱　経営企画部門部
門長兼新規事業開発部長
エーオン・リスク・サービス・ジャパン㈱　営業市場開発部
長
エーオン・コンサルティング・ジャパン㈱　ＨＲコンサルテ
ィング・ディレクター

平成
平成

平成

平成
平成
平成

21
23

24

26
27
28

年
年

年

年
年
年

６
９

７

９
11
４

月
月

月

月
月
月

ハーバード大学公共政策大学院行政学修士号（ＭＰＡ）取得
日本アイ・ビー・エム㈱　グローバル・ビジネス・サービス
事業戦略・市場開発部長
日本アイ・ビー・エム㈱　グローバル・ビジネス・サービス
事業コンサルティング部門アソシエイト・パートナー
㈱霞ヶ関総合研究所設立　代表取締役社長（ＣＥＯ兼ＣＯＯ)
㈱ＵＳＥＮ　社外取締役（現任）
㈱アマガサ　社外取締役

［選任理由］
取締役候補者伊串久美子氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者となります。同氏を社外取締役候補者とした理由
は、複数のグローバル企業での勤務及び経営者としての豊富な経験による高い見識から事業戦略の策定、新規事業、海外進出に精通されており、
当社の経営における重要課題の意思決定において実効性を強化していただけるものと判断したためであります。

(注）１．各取締役候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
２．社外取締役候補者である佐藤明夫氏及び伊串久美子氏が原案どおり承認可決され社外取締役に選任された場合、当社は両氏との間で責任限

定契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、在職中に当社から職務執行の対価として受け、又は受けるべ
き財産上の利益の１年間当たりの額に相当する額として会社法施行規則第113条に定める方法により算定される額に２を乗じて得た額及び当
社の新株予約権を引き受けた場合（会社法第238条第３項各号に掲げる場合に限る。）における当該新株予約権に関する財産上の利益に相当
する額として会社法施行規則第114条に定める方法により算定される額の合計額としております。

３．取締役二宮康真氏は、本臨時株主総会終結の時をもって当社の取締役を辞任いたします。
４．取締役堀内雅生氏は、本臨時株主総会終結の時をもって当社の取締役を辞任いたします。なお、本臨時株主総会第９号議案が原案どおり承

認可決された場合、同氏は当社の監査役に就任する予定であります。
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第9号議案 監査役３名選任の件

　第１号議案から第５号議案までの各議案のご承認をいただくことを前提として、平成29年12月１日に予定してお
りますＵＳＥＮとの本経営統合に伴い、新たに就任することとなる監査役の選任をいたしたく、監査役３名の選任を
お願いしたいと存じます。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであり、各候補者の選任の効力は本議案が原案どおり承認可決された時点をもって生
じるものといたします。

候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

１
新 任

ほ り う ち

堀内　
ま さ お

雅生
（昭和44年11月13日）

平成 ４ 年 ４ 月 日本インベストメント・ファイナンス㈱（現大和企業投資㈱）
入社

29,000株

平成 ７ 年 ４ 月 ㈱インテリジェンス入社
平成10年 ３ 月 ㈱サイバーエージェント　社外監査役（現任）
平成21年 ４ 月 ㈱ＵＳＥＮ入社
平成
平成
平成

22
22
28

年
年
年

５
12
12

月
月
月

税理士登録
当社取締役管理本部長
当社取締役総合企画室長（現任）

［選任理由］
堀内雅生氏は、㈱ＵＳＥＮにおいて内部統制の責任者を務めた後、平成22年12月より当社取締役として本社機能を統括する管理本部長と総合企
画室長を歴任し、当社グループの事業に関する十分な理解と知見を有しております。従いまして、取締役の職務執行の監査を遂行するために必要
な知識及び経験を有するものと判断し監査役候補者といたしました。
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候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

２
新 任

こ ば や し

小林　
よ う す け

陽介
（昭和42年12月18日）

平成15年 ３ 月 ㈱ＵＳＥＮ入社

－株

平成16年 ９ 月 ㈱ＵＳＥＮ　経理部長
平成18年 ６ 月 ㈱アルメックス　監査役
平成19年 ３ 月 ㈱ＵＳＥＮ　管理本部副本部長
平成
平成
平成
平成
平成

平成

20
21
21
21
26

27

年
年
年
年
年

年

11
４
９
11
11

２

月
月
月
月
月

月

㈱ＵＳＥＮ　執行役員管理本部副本部長
㈱ＵＳＥＮ　執行役員管理本部長
㈱ＵＳＥＮ　常務執行役員管理本部長
㈱ユーズミュージック　監査役（現任）
㈱ＵＳＥＮ　監査役（現任）
㈱アルメックス　監査役（現任）
㈱ＵＳＥＮテクノサービス　監査役（現任）

［選任理由］
小林陽介氏は、㈱ＵＳＥＮの経理部長、管理本部長を歴任され、現在は同社を含む㈱ＵＳＥＮグループ企業の監査役を務められていることから、
監査役として培われた企業監査に関する深い知識及び豊富な経験に基づき経営全般に関する適切な助言、監査という職務を遂行していただけるも
のと判断し監査役候補者といたしました。

候補者番号
ふ り が な
氏　　名

（生年月日）
略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

３
新 任

き た む ら

北村　
ゆ き お

行夫
（昭和20年10月５日）

昭和52年 ４ 月 弁護士登録　井上四郎法律事務所入所

－株
昭和55年 ４ 月 虎ノ門総合法律事務所開設　所長（現任）
平成21年11月 ㈱ＵＳＥＮ　社外監査役（現任）
平成25年 ６ 月 ㈱トーテック　社外取締役（現任）

［選任理由］
監査役候補者北村行夫氏は、会社法施行規則第２条第３項第８号に定める社外監査役候補者となります。同氏を社外監査役候補者とした理由は、
弁護士として企業法務に精通していることに加え、平成21年11月より㈱ＵＳＥＮの社外監査役を務められるなど企業経営に関する十分な知識を
持たれていることから、高い見識に基づいた経営全般に関する適切な助言、監査という職務を遂行していただけるものと判断したためであります。

(注）１．当社は、北村行夫氏が所属している虎ノ門総合法律事務所との間において顧問契約を締結しております。その他各監査役候補者と当社との
間には特別の利害関係はありません。

２．社外監査役候補者である北村行夫氏が原案どおり承認可決され社外監査役に選任された場合、当社は同氏との間で責任限定契約を締結する
予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、在職中に当社から職務執行の対価として受け、又は受けるべき財産上の利益の
１年間当たりの額に相当する額として会社法施行規則第113条に定める方法により算定される額に２を乗じて得た額及び当社の新株予約権を
引き受けた場合（会社法第238条第３項各号に掲げる場合に限る。）における当該新株予約権に関する財産上の利益に相当する額として会社
法施行規則第114条に定める方法により算定される額の合計額としております。

３．監査役嶽崎洋一氏は、本臨時株主総会終結の時をもって当社の監査役を辞任いたします。
４．監査役大井法子氏は、本臨時株主総会終結の時をもって当社の監査役を辞任いたします。
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第10号議案 取締役の報酬改定の件
　当社の取締役の報酬額は、平成22年12月22日開催の臨時株主総会において、取締役の報酬額を年額
200,000千円以内（ただし、使用人分給与は含みません。）と決議いただき今日に至っておりますが、当社
の現状及び経済情勢並びに本経営統合に伴う経営体制の変更等の諸般の事情を考慮いたしまして、取締役の報
酬額を年額400,000千円以内と改めさせていただきたいと存じます。かかる取締役の報酬枠には、従来どお
り使用人分給与は含まないものとします。
　なお、取締役の報酬改定は、本議案が原案どおり承認可決された時点をもって生じるものといたします。
　また、現在の取締役は６名（うち社外取締役１名）であり、第８号議案に基づく取締役選任の効力が生じ
ますと、取締役は９名（うち社外取締役３名）となります。
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第11号議案 資本金の額の減少の件

１．提案の理由
　本経営統合により、当社は子会社の経営管理事業と子会社に対するバックオフィス業務を営む純粋持株会社になる
予定であることからその実態企業規模に合わせるため、並びに、本議案及び第12号議案に基づき増加するその他資本
剰余金の一部を第13号議案に基づきその他利益剰余金へ振り替えることにより、現在の繰越利益剰余金の欠損を填補
し資本勘定を整理することで財務内容の健全化を図り、本経営統合後における新たな企業グループとして機動的な成
長戦略を実現していくために、会社法第447条第１項の規定に基づき当社の資本金の額を減少したいと存じます。
　なお、本議案は貸借対照表の純資産の部における勘定科目の振替処理に関するものであり、当社の純資産額及び発
行済株式総数に変更はございませんので、株主の皆様のご所有株式数に影響を与えるものではなく、１株当たりの純
資産額に変更が生じるものではございません。

２．提案の内容
　(1) 減少する資本金の額

当社の資本金の額（1,776,340,000円（平成28年12月31日時点））のうち、1,686,340,000円を減少し、
減少する資本金の全額を、その他資本剰余金に振り替えます。

　(2) 資本金の額の減少が効力を生じる日
　　　平成29年12月１日
　　　なお、本議案に係る資本金の額の減少は、第１号議案から第５号議案までの各議案が原案どおり承認可決され
　　　ること、並びに、吸収分割①、吸収分割②、吸収分割③、吸収合併①及び吸収合併②の効力が生じることを条
　　　件として、平成29年12月１日（予定）に生ずることといたします。
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第12号議案 資本準備金の額の減少の件

１．提案の理由
　本経営統合により、当社は子会社の経営管理事業と子会社に対するバックオフィス業務を営む純粋持株会社になる
予定であることからその実態企業規模に合わせるため、並びに、第11号議案及び本議案に基づき増加するその他資本
剰余金の一部を第13号議案に基づきその他利益剰余金へ振り替えることにより、現在の繰越利益剰余金の欠損を填補
し資本勘定を整理することで財務内容の健全化を図り、本経営統合後における新たな企業グループとして機動的な成
長戦略を実現していくために、会社法第448条第１項の規定に基づき当社の資本準備金の額を減少したいと存じます。

２．提案の内容
　(1) 減少する資本準備金の額

当社の資本準備金の額（1,676,340,000円（平成28年12月31日時点））のうち、1,586,340,000円を減少
し、減少する資本準備金の全額を、その他資本剰余金に振り替えます。

　(2) 資本準備金の額の減少が効力を生じる日
　　　平成29年12月１日
　　　なお、本議案に係る資本準備金の額の減少は、第１号議案から第５号議案までの各議案が原案どおり承認可決
　　　されること、並びに、吸収分割①、吸収分割②、吸収分割③、吸収合併①及び吸収合併②の効力が生じること
　　　を条件として、平成29年12月１日（予定）に生ずることといたします。
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第13号議案 剰余金の処分の件

１．提案の理由
　現在の繰越利益剰余金の欠損を填補し資本勘定を整理することで財務内容の健全化を図り、本経営統合後における
新たな企業グループとして機動的な成長戦略を実現していくため、会社法第452条の規定に基づき、第11号議案及び
第12号議案により増加するその他資本剰余金の一部をその他利益剰余金に振り替えることで、欠損を填補したいと存
じます。

２．提案の内容
　(1) 減少する剰余金の項目及び金額
　　　その他資本剰余金　　124,818,043円

　(2) 増加する剰余金の項目及び金額
　　　その他利益剰余金　　124,818,043円

　(3) 剰余金の処分が効力を生じる日
　　　平成29年12月１日

なお、本議案に係る剰余金の処分は、第11号議案及び第12号議案が原案どおり承認可決されること、第11号
議案に基づく資本金の額の減少の効力が生じること、並びに、第12号議案に基づく資本準備金の額の減少の効
力が生じることを条件として、平成29年12月１日（予定）に生ずることといたします。

以上
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臨 時 株 主 総 会 会 場 の ご 案 内

会 場 明治記念館 東館2階 鳳凰の間
東京都港区元赤坂二丁目2番23号　03-3403-1177

交 通 ■ Ｊ　Ｒ　中央・総武線「信濃町駅」南口より徒歩約4分
■ 地下鉄　銀座線・半蔵門線・大江戸線「青山一丁目駅」出口2より徒歩約8分
■ 地下鉄　大江戸線「国立競技場駅」A1出口より徒歩約8分
※お願い：駐車場に限りがございますので、電車・バス等の交通機関をご利用ください。

新青山
ビルヂングホンダ

交番入口

明治神宮
外苑

明治記念館
案内看板

明治記念館
案内看板

正門

絵画館

青山一
丁目駅

慶應病院

交番

外
苑
東
通
り

青山通
り

国立競技場

神宮球場

首都高速4号新宿線

権田原
明治記念館前

信濃町駅

明治記念館

ＪＲ中
央・総

武線
国立競技場駅

赤坂御所

権田原

A1

2

平成29年7月10日（月曜日）
開会：午後1時

明治記念館
東館2階 鳳凰の間

お問合せ先
株式会社U-NEXT
〒150-0001 東京都渋谷区神宮前三丁目35番2号
電話03-6741-4426 見やすいユニバーサルデザイン

フォントを採用しています。


